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○午後１時００分開会 

○新妻委員長 

 ただいまより建設委員会を開会いたします。 

 本日は、お手元の審査・調査予定表のとおり、報告事項、所管事務調査、行政視察報告書についてお

よびその他と進めてまいります。 

 なお、後ほど、報告事項に関連して、情報戦略担当課長にご出席いただきます。 

 また、木村委員は本日欠席との連絡をいただいております。 

 また、所管事務調査に係り、追加資料の配付を求められましたので、これを了承し、机上に配付させ

ていただきました。 

 それでは、本日も効率的な委員会運営にご協力をよろしくお願いいたします。 

 本日は、２名の傍聴申請がございますので、ご案内いたします。 

                                              

１ 報告事項 

 ⑶ 令和６年２月都営住宅入居者募集について 

○新妻委員長 

 それでは、予定表１、報告事項を聴取いたします。 

 初めに、予定表の順番を入れ替えまして、⑶令和６年２月都営住宅入居者募集についてを議題に供し

ます。 

 本件につきまして、理事者よりご説明願います。 

○竹田住宅課長 

 私からは、令和６年２月都営住宅入居者募集について、ご報告させていただきます。 

 資料をご覧ください。 

 なお、４、その他に記載しておりますとおり、都からのプレス発表が１月２２日、本日予定されてお

り、まだ確認できていないことから、現在お知らせできる内容についてご報告させていただきます。 

 １、募集内容ですが、家族向、単身者向、居室内で病死等があった住宅などの募集となる予定です。 

 ２、申込用紙の配布期間は、令和６年２月１日から９日まででございます。配布場所は、住宅課窓口

はじめ記載の各施設でございます。 

 ３、広報については、２月１日号の広報しながわおよび２月１日の広報東京都、区ホームページで掲

載予定です。 

 最後に、募集冊子につきましては、２月１日に区議会事務局を通じて委員の皆様に配付予定です。 

○新妻委員長 

 説明が終わりました。 

 本件に関しまして、ご質疑等がございましたら、ご発言をお願いいたします。 

○のだて委員 

 まず、この間の応募倍率など、実績を伺いたいと思います。 

 それと、区営住宅のときにも求めましたけれども、申込用紙の配布期間が受付期間とずれているとい

う問題で、やはりそうすると、申込者の方が申し込もうと思っても用紙がもらえないということにも

なってしまいますので、ぜひ配布期間を受付期間まで延ばしていただきたいと思いますけれども、いか

がでしょうかということと、区営住宅でも空き室のお話をさせていただきましたけれども、都営住宅で
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も空き室があるということで、これは都のほうでは公開されておりまして、品川区内では、空き住戸数

ということですけれども、令和５年３月末現在で公募用に260戸、事業用が24戸ということです。この

中には区営住宅と同様に、退去した後に補修したりとか、入居手続中のものも含まれているということ

ですけれども、都営住宅のことなので、分かったら伺いたいのですが、この空き室は、いろいろ含まれ

ていますけれども、基本的に入れる状況のものは全部応募時期には募集をされるということなのかとい

うことと、区としても、空き室の公開をしていくことがいいのではないかと思うのですけれども、そこ

を伺いたいと思います。 

 この間、小規模の都営住宅が何戸か区に移管されてきたと思うのですけれども、そういったものはま

だ残されているのかというところを伺いたいと思います。 

○竹田住宅課長 

 ４点ご質問いただきました。 

 まず、倍率でございますが、前回、令和５年１１月の平均の倍率が１９.７倍、それから前年の同時

期の２月の募集が１９.０倍となってございます。 

 それから、配布期間と受付期間のずれでございますが、区営住宅もそうなのですが、郵送での受付と

なっていますので、期間直前まで配布すると、受け取ったけれども郵送が間に合わない等の、かえって

混乱を招きますので、事前に配布は打ち切っているところでございます。 

 それから、空き室数の関係でございますが、可能な限り、募集にかけているというふうに聞いており

ます。 

 それから、小規模の都営住宅の移管の問題でございますが、東京都から毎年同じ時期に意向の調査が

ございますけれども、移管の条件が非常に厳しい内容となっていますので、今のところ実現できていな

いところでございます。 

○のだて委員 

 実績としては、今、過去２回のところだと、約１９倍ということで、２０倍に迫るというところで、

やはりこうした都営住宅のニーズが高いと思いますので、都営住宅をぜひ増設していくことが私は必要

だと思います。 

 なので、配布期間についても、郵送が間に合わないというお話がありましたが、たしか受付の１週間

前ぐらいに配布も終わってしまうと思ったのですけれども、郵送して１週間かかるということは基本的

にはないと思うのです。ですので、実際に申込みができる期間だけれども受け取れないという人が出て

きてしまうと思いますので、そこはぜひ改善をしていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 移管の問題は、条件が厳しいということで、そうすると、今、何件か案件としてはあるということな

のか。今、どこを交渉しているのかも含めて伺えたらと思います。 

 空き室の公表については、区営住宅のほうになってしまうのですけれども、区営住宅の空き室も公表

したらどうかと思うのですが、いかがでしょうか。 

○竹田住宅課長 

 配布期間ですけれども、やはり受け取られて、すぐになかなか書き切れないという、考えながら、悩

みながら書くというような点もありますので、一定期間前に配布を終了するということも合理的だと

思っております。 

 それから、小規模の都営住宅の移管の件ですけれども、東京都から示されているのは、１棟当たり室

数が１００戸以下のものを小規模ということで調査が来ております。すみません、今、手元に、何戸か
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とか、どこかということがないので申し上げられないのですけれども、そういったものが対象となって

いるところでございます。 

 区営住宅の空き室でございますが、前回も申し上げましたが、様々な理由で、退去されても残置物が

あるとか、あるいは、原状回復途中だとか、様々な理由がありますので、区営住宅をご提供できる可能

数を提示することによって、ご理解いただきたいと考えております。 

○のだて委員 

 配布期間については合理的というお考えだということなのですけれども、やはり住民の方が申し込み

たいということがしっかりかなえられるようにしていただきたいと思います。これは要望しておきたい

と思います。 

 移管のところでは、私の手元で見ると、管理戸数が１００戸以下というものが５棟あるので、５棟と

すると、照会が来ているのかなと思います。 

 移管するにせよ、東京都のままにせよ、公営住宅のニーズが、やはり先ほども実績として倍率が高い

というところで、これを減らさず、むしろ増やしていくということで進めていただきたいと要望してお

きたいと思います。 

○新妻委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

 よろしいでしょうか。 

 ご発言がないようですので、以上で本件を終了いたします。 

                                              

 ⑷ 戸越６丁目地区における地区計画の変更について 

○新妻委員長 

 次に、⑷戸越６丁目地区における地区計画の変更についてを議題に供します。 

 本件につきまして、理事者よりご説明願います。 

○小川木密整備推進課長 

 私からは、戸越６丁目地区における地区計画の変更につきまして、ご報告いたします。 

 資料は、Ａ４判１枚とＡ３判１枚でございます。初めに、Ａ４判資料をご覧ください。 

 本件は、今年度の８月の本委員会にて、都市計画原案の内容と原案説明会の開催につきましてご報告

させていただきましたが、本日は、その都市計画原案説明会の開催結果と、来月に予定しております都

市計画案説明会の開催につきまして、ご報告いたします。 

 １、これまでの経緯でございますが、本地区では、令和３年度より、密集住宅市街地整備促進事業を

導入して以降も、地域の防災まちづくり協議会にて地区計画の検討が行われてまいりました。令和４年

度には、既に策定されております戸越六丁目東地区地区計画を基本に、対象地域を戸越六丁目全域に拡

大する都市計画素案が取りまとめられ、令和５年２月２２日、２３日に、地区計画素案説明会の開催な

らびにアンケート調査を実施いたしました。 

 これを踏まえ、２の都市計画原案の説明会の開催結果等にございますように、都市計画法第１６条に

基づく都市計画原案の説明会を開催するとともに、内容を広く地域の方々に周知するための説明動画の

配信を記載のとおり行いました。 

 また、併せて、都市計画法に基づいた都市計画原案の公告縦覧および意見書の募集を行い、敷地面積

の最低限度および戸越公園駅周辺のまちづくりに関する計２件、２名の方からご意見をいただいたとこ
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ろでございます。 

 簡単に意見内容をご紹介いたしますと、敷地面積の最低限度に関するご意見では、現在、一筆の土地

を複数の借地人に貸している方で、借地人への今後の土地の売買が生じた場合、敷地面積の最低限度

を６０㎡以上としたら売買ができなくなるため反対とのご意見や、戸越公園駅周辺のまちづくりに関す

るご意見では、戸越公園駅前の再開発や、東急大井町線の高架化、補助２９号線の整備と、現在行われ

ている様々なまちづくりについての戸惑いや、防火・防災の必要性の見直しについて、ご意見をいただ

いたところでございます。 

 次に、３、都市計画案の説明会の開催予定等について、ご案内いたします。 

 都市計画案の説明会を、来月２月２日と３日に、大原小学校体育館にて開催し、併せて、区ホーム

ページ上でも動画配信を行う予定です。 

 また、１月３１日から２月１４日の２週間、都市計画案の公告縦覧および意見書募集を行い、広く都

市計画案の内容を区民の方にお知らせし、ご意見をいただく予定でございます。 

 次に、Ａ３判の資料をご覧ください。 

 都市計画案の概要について、ご説明いたします。 

 今回の都市計画案としましては、資料左側の黒四角箇所でございますが、既存の戸越六丁目東地区地

区計画の変更で、品川区の決定案件となります。灰色の網かけ箇所は、既に東地区の地区計画で定めら

れている箇所で、今回、対象地域を戸越六丁目全域に拡大することにより、地区施設の道路２路線と、

公園２か所が追加され、また、新たな地区区分として、Ｅ地区とＦ地区を設定するものでございます。 

 建築物等の用途の制限等は、既にＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ地区で定められている内容を、Ｅ、Ｆ地区にも当て

はめるという内容になってございます。各地区の位置につきましては、資料右側の地区区分図をご確認

ください。 

 Ａ４判の資料にお戻りください。 

 ４、今後の予定でございますが、赤い点線で囲まれた箇所が現段階でございまして、都市計画案の説

明会の後、３月に品川区の都市計画審議会でご審議いただき、３月末に地区計画の変更の都市計画を決

定し、４月より変更された地区計画に基づき、まちづくりを進めていく予定となってございます。 

○新妻委員長 

 説明が終わりました。 

 本件に関しまして、ご質疑等がございましたら、ご発言をお願いいたします。 

○のだて委員 

 まず、そもそも論になってしまうのですが、今回、戸越六丁目で東地区の変更を西側にも拡大すると

いうことで、拡大をする経緯はどういったことがあったのか。東地区でのこういった成果があったので

やるということなど、ご説明いただければと思います。 

 それと、先ほど、意見書での意見についてはご説明があったのですけれども、説明会では、どういっ

た質疑や意見などがあったのかを伺いたいと思います。 

 それと、防災生活道路３号のところなのですが、現在の道路幅員が４.５ｍから８ｍということだと

思うのですが、大体この辺は広かったかなと思ったのですが、６ｍ以下になっている箇所はどこになる

のか伺います。 

○小川木密整備推進課長 

 ３点のご質問をいただいたかと思います。 
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 まず１点目、東地区地区計画からの経緯のご質問でございますが、こちらは、まず初めに、補助２９

号線の整備を行っていくというきっかけで、地域におきまして、戸越六丁目地区のまちづくり検討委員

会が発足されまして、その中で、特に東地区、商店街を中心としたところにおけるまちづくり、商店街

のにぎわい、それと、防災的なまちづくりを進めていくというまちづくり案が取りまとめられ、平

成３０年５月に区に提出されたところでございます。 

 これを受けまして、区では、まずは補助２９号線の整備があるということも踏まえまして、取り急ぎ、

その東地区に、案を基にした地区計画を取りまとめて、平成３０年度以降も、その検討会は生きたまま

の状態になっておりまして、加えて、新たに六丁目の全域に、防災まちづくりを検討していくという趣

旨で、関係する２町会が参加して、検討会から、今度は防災まちづくり勉強会というような形で推移し、

それで勉強会を行いながら、令和３年度には協議会という形で、より具体的な地区計画の案等を検討し

てきているところでございます。 

 また、令和３年度には、その勉強会を基に密集住宅市街地整備促進事業を導入しておりまして、これ

を受けて、地区計画を現在検討して導入を進めていこうと考えているところでございます。 

 次に、説明会でのご意見でございますが、こちらのご意見としましては、建物の除却費に助成がある

のは分かっていたところだけれども、建築に対しても助成があるのかといったようなご質問であったり、

今すぐ建て替える場合には、このルールが適用されるのかといったようなご質問、また、このまちが変

わるにしても、ゆっくりと変わっていってほしいといったご要望等をいただいたところでございます。 

 そして、防災生活道路３号の６ｍ以下の箇所の場所ですが、こちらにつきましては、２号もそうなの

ですが、東急大井町線と交差する箇所、少し形もいびつになっているところでございますが、こちら

の２か所が６ｍ以下の場所になってございます。 

○のだて委員 

 拡大する経緯について、検討段階は分かったのですけれども、東地区でどういう効果があってなった

とか、そういったことは特にないということなのかというところを伺えたらと思います。 

 あと、説明会で様々意見が出たということで、ゆっくり変わっていってほしいという声を私も聞いて

おりますし、意見書の中でも、再開発とか、立体化とかで戸惑いがあるということですので、ぜひそう

した方々の声にも応えられるように、区としてやっていただきたいと思います。要望です。 

○小川木密整備推進課長 

 拡大するに当たっての東地区の地区計画による効果かどうかというご質問ですが、具体的な目に見え

ての効果はまだないのですけれども、やはりこの戸越六丁目の周辺の町丁目も全て地区計画がもう定め

られておりまして、残すところは、この六丁目の西の場所だけというふうになっておりますので、そう

いった同じようなまちづくりをしていくといった意味でも、この東地区の地区計画を拡大してまちづく

りを進めていきたいといったところで今回行うものでございます。 

○新妻委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

○西本委員 

 防災生活道路なので、ということは、強制力はないというか、建て替えのときにという位置づけで、

特定整備路線のような形にはなっていないという理解でよろしいのかということと、先ほど、説明会で

の意見で分かりづらいということがあったと思うのです。この周辺は、補助２９号線の開発もやってい

るし、それから、少し外れますけれども、戸越公園周辺のまちづくりも始まっているので、多分ここに
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住まわれている方々が、何が起きているのかというところなのかなと思うのです。なので、少しこの周

辺、戸越公園周辺の開発を今やっているところもあるので、そこも含めての全体像が見えるような形に

してあげたらいいのではないかと思うのですが、その辺のご意見をお聞きしたいということと、防災生

活道路の説明はきちんとしてほしいのです。非常に誤解されている方が多くて、今でもすぐ出ていけみ

たいな、そういう雰囲気になってしまうのです。ほかの地域で、最近、同じような説明をして、そうい

うふうに受けたところがあるので、そこは丁寧にご説明いただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○小川木密整備推進課長 

 ３点のご質問でございます。 

 まず１点目の防災生活道路におきまして整備に対する強制力といったところですが、強制力はござい

ません。あくまでもこれは任意の取組になりますので、お願いをして、用地を買わせていただいて道路

を拡幅していきたいといった取組でございます。 

 ２点目の分かりづらい、今、様々なまちづくりが、特に戸越においては行われておりまして、地域の

協議会からもそういった声を多くいただいておりますので、今後、その協議会の場等で、再開発等に関

係する所管の都市開発課と連携して、ご説明ができるような機会をつくっていきたいというふうに考え

てございます。 

 防災生活道路に関する説明でございますが、この間の西大井地区での説明会でもそうでしたが、なか

なか皆様にご理解いただくことが難しいところはあるのですけれども、しっかりと我々も丁寧に説明を

してまいりたいと考えてございます。 

○西本委員 

 関心はすごく高いところだと思うのです。戸越公園周辺の開発も進んでいるところがあると、このま

ち、どうなってしまうのかということが、やはりこの地域の方々は非常に気になるところだと思います。 

 なので、何か視覚的に訴えるものがあるといいな、言葉だけではなくて、もう少し広げた形での、今

ここまで進んでいます、これはいつまでの、目標はなかなか難しいでしょうけれども、そういうふうに

進んでいますとか、あとは、どこが中心にやっているのか、ここは品川区が責任持っているとか、そこ

は東京都がやっているとかという責任範疇もはっきりしておかないと、全部こちらに来ても困るわけで

す。こちらへ聞かれても、いや、東京都なのですという、それもきちんと説明してあげることによって、

住んでいる方の整理がしやすくなるのかなという思いもありますので、ぜひ何かしらつくってもらうと

ありがたいなと思います。 

 それとプラスして、ここは商店街があるので、商店街がどうなるのか、要は、「買物難民」という言

葉が、最近、品川区は多くなっているのですけれども、買物するときにどういうふうに不都合が出てく

るのか。多分ここは大きなスーパーが何軒かできるので、逆に便はよくなっていくのかなという思いは

あるのですけれども、その商店街がこれからこういうことを考えているという、商店街の方々はいろい

ろ議論されていると思うのです。それもお知らせをしていただくことによって、夢というか、希望とい

うか、何かそういう利便性がよくなるのねというふうに思いがあるのであれば、そちらも教えてあげた

らいいのかなというふうに思いますが、いかがでしょうか。 

○小川木密整備推進課長 

 まちづくりの取組に関する進捗に合わせての地域の皆様等へのお知らせ関係でございますけれども、

進捗等に合わせては、我々も年に２回、まちづくりニュースを発行して、この地域に住まわれている方、

また、権利者の皆様、全ての方に配布をしてございますが、そういったものの中で、現在、例えば新し
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く公園を買ったということであれば公園の情報を載せたりとか、どういったようなしつらえにするかと

かいったものも、いろいろな新たな情報を載せて皆様に周知を図っているところでございますので、そ

ういったものと合わせながら、取組状況についても周知していきたいというふうに考えてございます。 

 また、併せて、戸越に関しましては、大きなスーパー、あと雑貨屋も新しくできるということで、商

店街のほうも、今後、にぎわいがよりできてくるのではないかというふうには感じておるところですが、

そういったものも、協議会や、また、先ほど申しましたニュース等の中でもお伝えをして、広く周知を

していきたいと考えてございます。 

○新妻委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

○田中委員 

 同じく防災生活道路に関連してお伺いしたいのですが、２号、３号、先ほどのご質疑の中で、６ｍ以

内のところは、特に大井町線との交差の部分だというお話がありましたが、一方で、大井町線も連続立

体交差事業ということで高架化の方向にいって、今、準備が進められておりますが、それとの関係性で、

今の既存の形態においての防災生活道路の線引きになっていますが、鉄道の立体化との関係性で、先に

これをやってしまった後に高架化すると、この道路がどういう位置づけになってしまうのか。普通に考

えると、高架化されて、その下を直線で防災生活道路が設定されるという、最終形はそうなることだと

思いますが、それまでの過程で、立体化が予定されているけれども、先にこれを迂回するようなルート

での道路設定にすることの関係性、どちらを優先するのかというところのご認識をお伺いしたいと。 

○小川木密整備推進課長 

 防災生活道路の２号と３号と東急大井町線の高架化の関係性でございますけれども、２号、３号につ

きましては、幅員もそうなのですが、それよりも、やはり線形が課題というふうに我々は捉えておりま

すので、高架化の整備と併せて、まずは線形を解消したいと、できる限り、今の現状のようなクランク

ではなくて、真っすぐ通したいといったところで取組を行っていきたいというふうに考えてございます。 

 ただし、これはまだ我々のやっていくという思いだけでございますので、鉄道事業者、また、道路管

理者、交通管理者と協議をしながら決まっていくものでございますが、関係性としましては、高架化に

合わせて、まずは線形を整えていきたいといったところでございます。 

○田中委員 

 目指すところは同じだと思うのですけれど、その過程におきまして、高架化された後の直線ルートを

防災生活道路として使用することが理想だと思うので、先にそれを、この部分も直線で線を引くという

ことは、現状は難しいというか、できない。今の既存のルートの中においての拡幅を先に指定せざるを

得ないということが現状なのでしょうか。 

○小川木密整備推進課長 

 委員おっしゃられるとおり、やはり今、現段階では、既存の道路を防災生活道路として指定させてい

ただくといったところでございますので、今の現状での線形で指定をさせていただいているといったと

ころでございます。 

 こういったものを防災生活道路として指定することで、より防災上重要な道路と位置づけられますの

で、より線形をしっかりとやっていかなければいけないという区の姿勢をしっかりと示して、それを鉄

道事業者、また、道路・交通管理者のほうに訴えて、線形の整備に当たっていきたいと考えてございま

す。 



－8－ 

○田中委員 

 およそ理解はしておりまして、先ほども質疑があったように、ここの区間は、ほとんどが６ｍ以上の

区間なので、こういう全面的に指定するのではなくて、６ｍ未満のところだけを指定すればという考え

もあるのかもしれないのですが、このまちにおいての防災対策としての位置づけを明確にするという観

点からの指定だということで、そこも含めて理解をさせていただきます。 

 併せて、鉄道の立体化に関連して、最近の法改正で関連側道ということで、立体化したことで側道を

設けなければいけないような箇所もあろうかと思うのですが、今後、将来的には、そういった関連側道

も６ｍにする必要があるのかどうかということもあるのですけれども、そこも１つ、この地域での防災

性の強化という視点では大きな効果を発揮するものだと思うのですが、その関連側道のこの地域におい

ての位置づけはどのようになっているのか、お聞かせいただきたいと思います。 

○大石まちづくり立体化担当課長 

 連立事業に伴います関連側道に関するご質問でございます。 

 今現在予定しております幅員につきましては、説明会でもご説明しているのですけれども、６ｍを予

定しておりまして、基本的には歩行者、自転車の専用、車が通れないような規制をかける予定にしてお

ります。 

 こちらは、駅前広場の整備と併せて、駅前広場が一時避難場所みたいな形で活用できるようなことも

ございますので、そちらへのアクセス性の向上も含め、防災性の観点からも、当面は歩行者と自転車の

専用道路という形で設定していきたいと考えております。 

 どのようなしつらえになっていくかは今後の警察や関係機関との協議によるところではございますが、

今のところはそういった予定で進めているところでございます。 

○田中委員 

 すみません、少し範囲が広がってしまいますが、駅前広場となると、戸越五丁目の地域のほうで、六

丁目の区間での関連側道も、歩行者・自転車専用道路になると、防災生活道路の指定にはそぐわないと

いうか、当たらないというところでしょうか。そこだけ確認をお願いします。 

○大石まちづくり立体化担当課長 

 防災生活道路としては、基本的には位置づけは予定しておりません。 

 ただ、アクセス、歩きやすいまち並みだとか、歩いて広域避難場所の戸越公園のほうに避難できるよ

うな形で、関連側道の部分の６ｍをしっかり活用していきたいと考えております。 

○田中委員 

 そういう意味でも、この地域の道路、車道ではないのですけれども、地域の安全性という視点では、

関連側道も将来的には防災性向上の１つの大きな役割を果たしてくるだろうと思えるので、そういうと

ころも含めてお示しをいただけると、オール区役所としてのこの地域での取組が、ここには書かれてい

ない要素も含めて、安全性の配慮されたまちづくりが進められているということの地元への説明にもつ

ながると思いますので、少しその辺のタイミングだとか、今回は都市計画決定の話でありましたけれど

も、また今後の区民の方へお示ししていただく上では、オール区役所としての取組もご説明いただける

と、より理解が深まるのではないかと思いますので、ぜひお願いしたいと思います。 

○新妻委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

 よろしいでしょうか。 
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 ほかにご発言がないようですので、以上で本件を終了いたします。 

                                              

 ⑸ ごみ分別アプリの導入について 

○新妻委員長 

 次に、⑸ごみ分別アプリの導入についてを議題に供します。 

 本件につきまして、理事者よりご説明願います。 

○品川品川区清掃事務所長 

 それでは、私から、ごみ分別アプリの導入について、ご説明いたします。 

 １番の目的ですけれども、幅広い世代の区民が、収集日や分別方法をいつでも簡単に確認できる環境

を整備することで適正排出を促進するというものであります。 

 ２番、概要でございます。 

 アプリの名称としましては、「Ｗａｓｔｅ Ｎａｖｉ ３Ｒ」。 

 アプリの取得方法ですけれども、こちらは、ごく一般的なところでApp Store、それからGoogle Play

のほうから今の名称を検索してインストールしていただくような仕組みで考えております。検索方法に

ついては、「品川区」と入れれば出るような形とか、その辺は今後工夫してまいります。 

 主な機能でございます。 

 ①番、地区毎のごみ収集カレンダーの表示ができるようになります。 

 曜日ごとに、可燃、それから陶器、ガラス、金属ごみ、それから、資源ごみ等を表示するような形で

考えております。 

 ②番です。ごみ出し日のお知らせ通知設定です。 

 こちらも、その日になれば通知ができるように、また、時間は何時に設定するかとか、そういうよう

なことができる機能を考えております。 

 それから③番につきましては、可燃ごみ・不燃ごみ等の出し方・分け方ということで、これは、現在、

冊子がありますので、これを電子化した形で表示するようなところを考えております。 

 それから④番です。ごみ分別検索機能ということで、主な廃棄物になる名称を一覧で表示しまして、

それをクリックすると、粗大ごみなのか、可燃ごみなのかというような区別ができるようなものもつけ

る予定でございます。 

 それから⑤番目です。これは初期画面になるのですけれども、清掃事務所からの通知等を出すような

形で考えております。 

 例えば、台風や雪が降った日、収集するのかしないのかとか、こういったところは現状でも非常に問

合せのあるところですので、そういったところを表示できればというふうに考えております。 

 導入としましては、令和６年４月１日を考えております。 

 周知方法については、広報とホームページ、それから、Ｘ等で考えております。 

○新妻委員長 

 説明が終わりました。 

 本件に関しまして、ご質疑等がございましたら、ご発言をお願いいたします。 

○渡辺委員 

 内容はすごく分かりました。これからの展開の段階を伺えればと思います。 

 まず、これは必要だと思うのでいいと思うのですが、多くの方に利用していただきたいという中で、
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これをまず知っていただく方法。受け身なのか、それとも、こちらからどんどん営業をかけるではない

ですが。あるいは、よく普通の企業活動だと、何かしらポイントなど特典があってアプリの利用者を増

やしていくということが常なのです。これが行政サービスにそぐうかは別として、ただ、ここに行き着

いてもらえれば、行政サイドから必要な情報とか、正確な情報を伝えたいというところもあると思うの

です。周知方法のところで、最初はまず様子を見ましょうでいいと思うのですが、次の段階、例えば、

いろいろな面白みもあれば、興味を持ってもらうという手段で、これは段階的には必要だと思うのです。 

 あと、アプリのダウンロード数だとか、数値目標があれば、併せてお知らせください。 

○品川品川区清掃事務所長 

 まず最初は、４番に記載のとおりのところで周知はしていこうと思います。 

 それから、リサイクル通信等、清掃事務所のほうで幾つか発行しているものもございます。こういっ

たものでアプリの周知は進めていこうかと考えております。 

 それから、特典としましては、例えば、クイズをこのアプリの中に入れるだとか、それからチャット

機能を入れるだとか、そういうところも、もう少し拡大してやれそうなところもありますので、そう

いったところなども研究していきたいと思います。 

 それから目標なのですけれども、大体他区の導入率を見ると、１０％にいっていればかなり上出来な

ほうなので、とにかく少しでも多くというところですが、まずは１０％ぐらいを目標にやっていきたい

と考えております。 

○渡辺委員 

 段階ということで、私の思いも次年度すぐというわけではないのですが、１つ動機で申し上げたいの

が、回収した後の清掃事務所での火災だとかトラブルが年末にあって粗大ごみの搬入が困難になってい

る。リチウム電池等からの発災があったり、やはり分別のところが鍵を握ると。この理解を広げること

が本当に大事だなと。これはもう水銀しかり、こういうことですごく実はお金、コストもかかってし

まっている現実があるわけです。これはもう本当に清掃一部事務組合との連携の、品川区がリーダー

シップをとれていいのではないかなと思っています。それが背景です。 

 このコストを考えたら、このアプリの導入は、非常に地道ですが、大きな鍵を握ると思うのです。こ

れがやはり３か年計画だとかを立てて、より多くの人に知ってもらう、そして、やはりそこでごみの分

別の大事さを普及啓発するにはコストがかかっていいと思うのです。そのためには、今言ったゲーム形

式、とにかく興味を持ってもらう手段はいろいろありますし、あと、影響力のある方、それこそインフ

ルエンサーだとか、あるいは文化人だとか、アンバサダーだとか、こういういろいろな手段を使って、

目的ははっきりしているので理解は得られると思うのです。それもひっくるめて、来年度すぐというわ

けではないですが、今後やはり中長期的に考えた抱負を最後にお聞かせください。 

○品川品川区清掃事務所長 

 清掃事業で、これは永遠の課題と言ってもいいぐらいなのですけれども、分別に対する周知、これが

やはり一番の課題だと思っております。 

 ただ、完璧にこれが周知できるという状態を達成するのは非常に難しいかなと思いますので、少しで

も、いろいろな方法で周知できるようにということは考えております。 

 その中で、このアプリは、１つの手段ではないかなと思っていますので、こういったものは十分活用

してやっていきたいと思います。 

 まずは導入してみて、反応を見てから対策も打っていくということが普通の考えかなというふうに思
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いますので、いろいろやってみて、先ほど申しましたクイズだとか、そういう少し面白みも含めたよう

な形で周知をやっていきたいと思います。 

 また、いろいろエコルとごしなどとも連携しまして、そういったところで環境面全体として周知の方

法を考えていきたいと思っております。 

○新妻委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

○西本委員 

 今の渡辺委員の提案、すごくいいなと思って聞いていたのですけれども、このアプリは、独自のもの、

それとも既存のもので品川区バージョンにしたのかということと、自由度、いろいろ将来性のある内容

だと思うので、変更であるとか、あとは付加することも自由にできるのかという、ある程度決まってし

まっている部分があって、なかなかそこを越えられないとかということなのか、少しそこを教えてくだ

さい。 

 それと、分別ごみがやはりよく分からないということが多いと思うのです。分別して、集合の場所と、

個別になっているところがあると思うのです。その違いなども、ここは分かるのかなとか、その辺を教

えてください。 

○品川品川区清掃事務所長 

 この製品につきましては、基本的にはパッケージ商品となっておりますが、独自でこのパッケージ商

品を購入しているというような契機もありまして、変更については、ある程度は柔軟にできるかなとい

うふうに思っております。 

 同じようなアプリを使っている、これと構造がほぼ一緒のアプリを使っているのが、現在、２３区で

は３区ぐらいの状況でございます。 

 それから、分別につきましては、今、資源回収が、いろいろ状況によって、個別だったり、集積所

だったりというところがあります。背景には、アパートなどがよく集積所になっていたのですけれども、

相続の関係とかで、相続した方が、もう集積所は勘弁してくれというようなところが最近非常に増えて

いる状況で、そういう調整が非常に今、困難な課題というふうにはなっております。 

 そういう集積所のお知らせも、住所を設定すると、自分のところの集積所とか、それから収集日とか、

そういうものも自動できちんとカレンダーに入るような機能がありますので、そういったところで集積

所についてもお知らせできるような形で少し工夫をしてみたいと思っております。 

○西本委員 

 あともう１つ、気がついた点をお知らせくださいみたいな、そういう機能はつけられるのか、これ、

クレームが多いので、職員の方の対応が結構大変になってしまうかなという思いはありつつも、取り残

しているよとか、いろいろご意見を聞くことは悪いことではないかなと思うのですが、その辺の対応は

どうお考えになっていますか。 

○品川品川区清掃事務所長 

 現在のところは、情報を出す、発信するだけの機能になっていますので、収集する機能のほうについ

ては、少し研究させていただきたいと思っております。 

○西本委員 

 クレームまで受け取るとなると、別の部署というか、別の大きな仕組みをつくっていかないといけな

いかなと思うのですが、それがあると、非常に意識も高まってくるし、活用しようではないかという思
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いもあるかと思うのです。なかなか見て見ぬふりをするというケース、カラスの問題もあるでしょうし、

猫の問題もあるでしょうし、そういうところも解決できるような、また、情報発信ということであれば、

やはりこういう問題がありました、こういう解決をしましたみたいな発信をしてあげることも大きな興

味の起きることかなと思いますので、どうぞこれから研究を深めていただきたいと思います。 

○新妻委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

○田中委員 

 性善説に立つと、多くの方は分別を守って出していただいている。ただ、こういうアプリを導入して

理解を深めていただくということは、やはりルールを守られていない方に対して、より徹底をしていた

だくということが大きな目的だろうと思っているのですが、まず１つは、周知のことで、広報、ホーム

ページ、Ｘ等でということでありますが、これ、基本的には、住民に対しての周知ということなので、

例えば、先ほども都営住宅の件が出ましたけれども、都営住宅の募集に関しては、地域センターとか、

文化センター、サービスコーナー、あるいは宅建管理センターでの周知とあるのですが、やはりそれら

の施設も、地域の住民の方が利用する施設であったり、宅建管理センターのように住居系のご相談だと

か手続をするような場所でもあるので、やはりそういうところからの発信も考えたほうがいいのではな

いかと思いますので、そこはぜひ、より周知をするという意味では、ありとあらゆる資源を活用してい

ただいて、徹底していただけるようにご努力いただけたらと思います。 

 それと、発信が主だという話ではありましたが、ある意味、細かい話かもしれませんが、カラスが

突っついて散らばっているというところをたまに見かけますが、逆にそれをあえて受けていただいて、

なかなか理解が進んでいない方がこの辺にいらっしゃるということが分かれば、その周辺なり、そうい

うケースは特定の集合住宅だろうと思うのですが、そういうところの入り口などに、このアプリの存在

を知らせるというか、そういう意味でも、ピンポイントで、より効果的に理解を深めてもらう対策とし

ては、発信だけではなくて、情報を受けるということも、私は、これは有効なツールになると思います

ので、ぜひお願いしたいと思いますが、その辺も含め、ご意見をお聞かせいただきたいです。 

○品川品川区清掃事務所長 

 委員お話しいただいたように、区有施設等にも少し周知を、いろいろな方法でできればというふうに

考えております。工夫させていただきたいと思います。 

 それから、確かに情報を収集する機能というところは、つけることが非常にいいと思うのですけれど

も、これも時と場合によりまして、やはり収集していると、対応が物すごい量になってしまったりとか、

そういう例なども聞いたりしますので、その辺は少し慎重に進めていきたいと思います。 

 機能としては、当然あるほうがいいのですけれども、対応力としてどうなのかとか、その辺もいろい

ろ考えながら、今後また研究していきたいと思っております。 

 やはりこういうツールですから、若い世代の方にうまく活用していただけるのではないかなというと

ころも目的につくっていく経過もありますので、そういったところで、新たな周知方法をいろいろと工

夫してまいりたいと思っております。 

○新妻委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

○まつざわ副委員長 

 ご説明ありがとうございます。アプリは大変すばらしい機会になると思っています。 
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 そこで、パッケージ商品なので、これからいろいろ何をつけるということはある程度柔軟にできると

いうお話が今ありました。でも、皆さんがおっしゃるとおり、やはり情報発信は大事で、例えば、道路

課では、しなみちレポートなど、あれは本当に送って返事が返ってくると、とてもうれしくて、ああい

うものは、やはり見てくれているというか、ああいうのは本当にとてもすばらしい機能だと思っている

ので、そういうものは進めていただきたいと思っております。 

 また、火災があったり何なりしたときの情報収集も、例えばこういうアプリを必要とするならば、ご

足労をかけますが、そこの近隣に、例えば歩いていっていただいて、チラシを配布するなり、戸別にし

てみるなりということをやっていけると、どんどん周知が進んでいくのかなと思っています。 

 そこで、質問としては、これはもう当たり前ですけれども、日本語対応だけではなくて、外国の方も

当たり前のように見られるといいますか、外国語対応、そういうものも入っているのか、そこだけ確認

させてください。 

○品川品川区清掃事務所長 

 メニューの設定状況とかを見ている限りでは、外国語対応が今はできていない状況ではありますので、

〔同日後刻に「多言語対応をある程度やっている」と答弁訂正あり〕当然こういうものですから、外国

語対応していくような形で進めていくべきですので、その辺も研究させていただきたいと思っておりま

す。 

○新妻委員長 

 ほかによろしいでしょうか。 

○若林委員 

 私も今のまつざわ副委員長の外国語対応、そこが一番聞きたくて、この事業の目的が、収集日とか、

分別をしっかりやっていただきたいと。逆に言うと、こういうことはいろいろな声で、守りづらい方、

守る環境がなかなかない方は、どのような方々なのか、まずお聞きしたいと思います。 

○品川品川区清掃事務所長 

 周知していきたい対象ということでございますが、やはりこういうアプリになじんでいる方は、非常

に若い世代の方を中心とした、あとは、最近では、高齢者の方でもスマホ等をよく利用されている方も

いらっしゃいますので、こういった方たちを対象としておりますし、特に本当に見ていただきたいと思

うのは、やはりワンルームマンション等に住んでいただいている、お仕事をずっとしていて、なかなか

分別が困難な方とか、そういう方にも情報として知ってもらえると非常にいいかなと思います。こうい

う方については、アプリというのは非常に有効的ではないかなと考えております。 

○若林委員 

 外国籍の方というか、そういう方も地域のレベルで見ると、品川区清掃事務所が行っている収集にそ

ぐわないという出し方をよくされているというお話がありますし、もう一方の今の所長のお話の単身の

若い世代の方も、そういう意味では、ターゲットが、ある意味で、大分明確になっている部分があると

いうことで、先ほど、外国語対応のことも含めて、ターゲットが分かっているのに、そこが最初から対

応できないということが分かれば、では、どうやって対応するか。最初から対応できるのであれば、こ

の場で明確にご答弁もあるのかなというふうに思うので、そこはひとつ力強いご答弁を聞きたいなとい

うことが１つと、ちなみに、粗大ごみはどういう形になるのかということと、少しこれ、飛び火してし

まって、さっき、所長のほうからも環境というお話があって、私の漏れがあったら申し訳ないのですけ

れども、エコルとごしという、すごく具体的な現実的な対応をしていただいていますが、環境に関する
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アプリは、意外と、そういえば、あったかなというぐらいの、すみません、私が不勉強なのかもしれま

せんけれども、そういった環境にしっかりつながっていく連携というのか、取組は、それも本当に、

せっかくのアプリなので、可能性があるのであれば取り組んでいただきたいということでございます。 

○品川品川区清掃事務所長 

 外国人に対しては、ごみの出し方等のパンフレットでは４か国語の対応をしていますので、何かある

ときには、そのパンフレットを持っていって身振り手振りで説明をしながら理解をしてもらうというこ

とが現状の対応なのですけれども、いろいろとご説明をしている中で、大体は改善されている傾向があ

ります。ただ、出向かなくても分かってもらえるというような機能としては、こちらのアプリで外国語

対応というのは非常に重要なところでありますので、少しでも何かできるような形で努力をしていきた

いと思っております。 

 それから、粗大ごみについては、このアプリの中で分別の種類を見るところ、資料で言いますと、④

番のところです。ここの中で、いろいろ粗大ごみについても表記をしていますので、例えば「たんす」

という表記があったりしますので、そこをクリックしてもらえると、たんすは粗大ごみですよというよ

うな形で出るような形になっております。 

 それから、展開としましては、粗大ごみの出し方とか、そういうところもこのアプリのほうで入れて

いきたいと考えておりますので、アプリを見ながら粗大ごみの手続ができるような形まで持ち込めれば、

非常にいいものになるのではないかなと思っております。そういうところも今後進めていきたいと思っ

ております。 

 それから、環境アプリのことについてですけれども、この清掃アプリというのは、一番区民生活に密

着したところが非常に大きいと思いますので、そういう意味でのアプリを入れているというところがあ

ります。それの一環としまして、このアプリの中で、少し環境の情報だとか、そういったところも１つ

入れていくことが大事かなと思っております。 

○新妻委員長 

 ほかによろしいでしょうか。 

○品川品川区清掃事務所長 

 申し訳ございません、私の認識違いで、何か国までは分からないのですけれども、多言語対応をある

程度やっているものになっておりますので、詳しくは、すみません、また別の機会で申し上げたいと

思っております。 

○新妻委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、ほかにご発言がないようですので、以上で本件を終了いたします。 

                                              

 ⑴ 羽田新飛行ルートの運用に伴う国土交通大臣への要望について 

 ⑵ 品川区民アンケート結果報告（概要版）について 

○新妻委員長 

 次に、⑴羽田新飛行ルートの運用に伴う国土交通大臣への要望についておよび⑵品川区民アンケート

結果報告（概要版）についてを、関連するものとして一括して議題に供します。 

 本件につきまして、理事者より一括してご説明願います。 

○鈴木都市計画課長 
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 それでは、私から、２件一括して説明させていただきます。 

 初めに、羽田新飛行ルートの運用に伴う国土交通大臣への要望についてでございます。 

 お手元の資料、Ａ４頭紙資料をご覧ください。 

 今年度、品川区民アンケートを行いまして、その中の羽田新飛行ルートに関する部分の速報がまと

まったところでございまして、記載の日時で、区長が国土交通省を訪問し、大臣に羽田新飛行ルートの

運用に伴う区民負担軽減に関する要望書を提出させていただいたところでございます。 

 資料の順番が逆になって申し訳ございませんが、初めに、別紙２、このアンケート結果、新ルート関

係の速報の資料をご覧ください。 

 １ページ目には、調査概要としまして、中学生を除く１５歳以上の全区民向けで、調査対象は３５

万８,０００人余で、有効回答数は８万７,０００人余でございます。 

 速報の中身でございます。資料をおめくりいただきまして、２ページ目をご覧いただけますでしょう

か。 

 初めに、２ページ目上段でございます。 

 「生活や暮らしの中で、どの程度影響を受けているか」というところで、回答は１つまででございま

すが、結果としまして、「影響を受けている」、「やや影響を受けている」を合わせた「影響を受けて

いる」は４４.５％であり、一方、「影響を受けていない」、「あまり影響を受けていない」を合わせ

た「影響を受けていない」は３８.４％となってございます。 

 続きまして、資料、４ページ目をご覧いただけますでしょうか。 

 ４ページには、今回、２６地区にお聞きし回答をいただいておりますが、その地区別でございます。

図のほうには新飛行ルートのイメージを、海側のＣルート、それから内陸側のＡルートを参考にお示し

してございますが、「影響を受けている」と、「やや影響を受けている」を合わせた地区別の割合でご

ざいます。割合が高いところは色が濃く示してございます。最も高いのは東大井で６６％、次いで勝

島６４.９％、西品川６２.４％の順でございます。一方、最も低いのは、ルートからより離れている旗

の台２２.１％で、次いで荏原２２.９％、小山２３.７％の順でございます。 

 続きまして、５ページ目をご覧いただけますでしょうか。 

 「影響を受けている」または「やや影響を受けている」と回答した方、４４.５％になりますが、そ

うした「影響を受けている」、「やや影響を受けている」と回答した方の中で、具体的な影響、回答は

いくつでも可というところでお答えいただいているところでございます。 

 「影響を受けている」、「やや影響を受けている」と回答した４４.５％のうち、具体的に影響をお

尋ねしておりますが、「騒音」が８８.９％と約９割近い方が挙げているというところと、次いで「落

下物など安全性への不安」が６１.８％、「機影の圧迫感」が３７.６％の順でございました。 

 続きまして、その下、具体的な影響に対する負担感、こちらは回答は１つまででございますが、「影

響を受けている」方の８割の方が、「やや負担を感じている」と「負担を感じている」と合わせる

と８０％というところで、回答した方の８割の方が負担を感じているという結果でございます。 

 続きまして、駆け足で申し訳ございませんが、６ページをご覧いただけますでしょうか。 

 ６ページの右上のイメージの図をご覧いただきまして、２つの新飛行ルートを記載しておりますが、

そのルート下が掛かる地域、それから２つのルートの間の地域を「ルート下近傍地域」とし、そのほか

の地域を「その他地域」というところで色分けをさせていただいております。 

 初めに①でございますが、「影響を受けている」または「やや影響を受けている」を合わせた「影響
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を受けている」方（４４.５％）のうち、６８.１％が新飛行ルート下近傍にお住まいという結果でござ

いました。 

 それから②、「影響を受けている」方のうち、８８.９％が「騒音」を具体的な影響として挙げ、そ

の７０.９％が新飛行ルート下近傍にお住まいという結果でございました。 

 それから③でございますが、「影響を受けている」方のうち、「負担を感じている」または「やや負

担を感じている」と回答し（８０.０％）、その６９.５％が新飛行ルート下近傍にお住まいとなってい

るという結果でございました。 

 ７ページ、最後でございますが、こちらは小中義務教育学校の児童・生徒にもお聞きしてございます。

こちらは、回答はいくつでもというところでございますが、結果としましては、「飛行機の音が大き

い」３６.３％が最も高く、「飛行機が近くで見られる」２８.０％、「飛行機が低く飛んでい

る」２７.８％の順でございました。 

 概要は以上でございますが、先ほどの資料の別紙１をご覧いただきまして、この速報の結果を受けま

して、国のほうに要望書を提出させていただいております。 

 要望書を読み上げさせていただきますが、「羽田新飛行ルートについて、品川区では以前より、区民

の不安の払しょくに向け、落下物対策や騒音環境軽減に向けた更なる取組と、区民への丁寧な説明と周

知の実施を、貴省に対し継続し求めてきたところです。 

 令和５年８月、区では全区民アンケートを実施し、現在、自由意見を含めたアンケート全体について

は集計中ですが、速報結果によると、新飛行ルートによって「影響を受けている」、「やや影響を受け

ている」合わせて４４.５％が影響を受けていると回答し、その６８.１％が新飛行ルート下近傍にお住

まいの方であるとの結果が出ています。 

 また、「影響を受けていない」、「あまり影響を受けていない」合わせて３８.４％が影響を受けて

いないと回答しており、その６０％が新飛行ルートから離れた地域にお住まいの方であるとの結果も出

ています。そのほか、影響の程度について「どちらともいえない」が１１.７％、「無回答」が５.４％

ありました。 

 影響を受けていると回答した方は、「どのような面で影響を受けているか」との問いに対し、騒音や

圧迫感等を挙げ、特に騒音については８８.９％の方が影響を受けていると回答しており、そ

の７０.９％が新飛行ルート下近傍にお住まいの方であるとの結果も出ています。 

 つきましては、こうした状況等に鑑み、現在、貴省において検討が進められている固定化回避検討会

において、区民負担軽減につながる取組を、提示し実施いただくよう要望いたします。」 

 最後に、頭紙の資料へお戻りいただきまして、要望の日時は記載のとおり、場所は国土交通省におい

てでございます。 

 タイムスケジュールは、１６時から、退出が１６時１５分という中で、要望書を直接区長から大臣に

手交し、その後、着席し、アンケート結果の概要説明、それから面談というところでございます。 

 資料の頭紙の上段の４行目から、その面談の中で、区長が、「区民アンケートの速報結果を踏まえ、

現在、国土交通省において検討が進められている固定化回避等を含む、区民負担軽減につながる取組を、

提示し実施することを求める」と口頭でもお話ししまして、大臣が「重いアンケートであり、しっかり

受け止め、検討する」という発言があったところでございます。 

 続きまして、２件目でございますが、品川区民アンケート結果報告（概要版）についてでございます。 

 こちらの頭紙をご覧いただけますでしょうか。 
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 当内容、全体的なところは、本日同時に総務委員会のほうでも報告がなされておりますが、本日は、

この中の羽田に関する部分について、ご説明させていただきたいと思います。 

 調査の概要等については、記載のとおり、先ほどの速報版の内容と同じでございます。羽田空港の新

ルートに関する設問は、１０問中４問でございました。 

 それでは、具体的に、概要版、別紙をご覧いただきまして、９ページからが羽田空港の新飛行ルート

に関することという内容でございます。 

 ９ページから１３ページまでは、先ほどの速報版と同様の内容でございます。 

 別紙の１ページをご覧ください。 

 速報版には、自由意見がまだ取りまとめ中ということで記載されておりませんでしたが、この概要版

には自由意見の内容が示されております。 

 １ページの下段、一番下です、自由意見の分析についてというところで、今回の自由意見の回答は、

テキストマイニングツールを活用した分析で、大量のテキストデータからその文章に記述されている内

容の特徴や傾向を抽出してございます。 

 資料をおめくりいただきまして、２ページに、そのテキストマイニングの処理の過程を簡単ではあり

ますがご説明してございます。 

 例示としまして、「子ども の 成長 が 楽しみ」という自由意見の文節を例示として表示させて

いただいておりますが、まずは①として、形態素解析で、文章を単語ベースで分割し、各単語の品詞を

割り当てるというところで、名詞、助詞、名詞、助詞、形容詞と、こういう形で１つ１つまずは区切り

をつけるというところで、その後に②としまして、類義語辞書を用いて、同じ意味の単語の形式を統一

するというところで、例えば、「子ども」、「子供」、「こども」、違う表示のものについても１つの

くくり、同一表現ということで、類似の辞書を作成していくというところでございます。 

 その後に③として、構文解析ということで、形態素解析をした文章から主語・述語の係り受け、例え

ばですが、「子ども－成長」あるいは「成長－楽しみ」、「子ども－楽しみ」というところで、係り受

け（「主語と述語」等、係る語句と受ける語句の関係）表現を抽出するというところでございます。 

 そのイメージを持っていただいて、先ほどの１４ページになります。そちらをご覧いただけますで

しょうか。 

 まず、１４ページでは、先ほどのルート下近傍でいただいた自由意見について、係り受けとして多

かった言葉をまず１０の例示を、その数とともに挙げてございます。一番多かったのが「飛行機－飛

ぶ」、次が「窓－開ける」、「飛行機－騒音」の順でございます。 

 上位５つの係り受けについて、下では例を示させていただいております。係り受け「飛行機－飛ぶ」

の中では、「自宅の真上を飛行機が飛ぶので怖いです。１５－１８時だけとは言え、うるさく感じま

す」、「低めに飛んでいる飛行機の音で会話が聞こえない」、「いつも飛行機が飛んでいる様子が見ら

れて、自分は嫌な思いはしていません」。 

 次に、「窓－開ける」では、「在宅で仕事をする機会が増えましたが、窓を開けると騒音がするため、

飛行している時間帯は開けられない」、「せっかく気候のいい季節なのに騒音のため窓を開けられませ

ん」、「騒音のため、窓を開けられない。会議や通話、テレビ視聴等に影響」。 

 その下、「飛行機－騒音」の係り受けでは、「マンションのすぐ側を飛行機が多い日は５～１０分お

きに飛び交う。騒音もひどい」、「とにかく頻繁に飛行機の音がうるさい」、「上空を飛行機が通る回

数が増えて騒音が気になるときがあります。住民に配慮してほしいと思います」。 
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 その下、「テレビ－騒音」の係り受けでは、「窓を開けていると騒音のため、テレビ会話等が聞こえ

ない。風を取り入れる事が出来ず生活が変わってしまった」、「騒音により自宅でテレビや音楽が聞こ

えづらい。うるさくて窓が開けられない」、「飛行の回数が多く騒音がはげしくテレビの音が聞こえな

い」。 

 その下、「騒音－聞こえない」の係り受けでは、「騒音でＴＶが聴こえづらくて、ボリュームを上げ

ても聞こえないです」、「在宅ワークでｗｅｂ会議をしている時、騒音で相手の声が聞こえない」、

「騒音で外では話声が聞こえない」等でございます。 

 続きまして、１５ページをご覧いただけますでしょうか。 

 先ほど１４ページでは近傍の地域、１５ページではその他の地域でございます。こちらも上位から多

いところで係り受けの例を示させていただいておりますが、「飛行機－飛ぶ」のところでは、上から２

つ目、「今のところ、あまり感じませんが、今後について、多くの飛行機が飛ぶようになったら不安で

す」。 

 次の「飛行機－見える」の係り受けでございますが、一番上の「旗の台住みなので全く影響を受けて

いない。ただ大井町を歩くと確かに低空を飛んでいる飛行機は良く見かけるので近隣の人には影響あり

そうだとは感じる」。 

 ３つ目の係り受け「低い－飛ぶ」でございますが、３つ目「夜に飛行機の音がしておどろいたり、低

いところを飛んでいる飛行機を見ると心配になることがある」。 

 「上空－飛ぶ」でございますが、３つ目「時間を決めて上空を飛ぶ分には良いと思います」。 

 最後の「飛行機－騒音」の係り受けでございますが、２つ目「日によってはかなりの頻度で飛行機の

騒音が聞こえます。特に窓を開けていると、仕事のビデオ会議の音が聞き取りにくくなり、相手側にも

雑音が入ります」。 

 こちらで示させていただいた自由意見は、あくまでも例示ということで示させていただいております。 

 続きまして、資料の２５ページをご覧いただけますでしょうか。 

 ２５ページに、参考資料ということでございますが、「ことばネットワーク分析結果」というところ

でございまして、自由意見欄に記載いただいた単語間の結びつきの強さを図で示したものでございます。

円の大きさは文章中に現れる単語の頻度を示しているものでございます。 

 羽田関係につきましては、２６ページでございます。 

 ２６ページ、ここでは、やはり「騒音」という単語頻度が非常に多かった。それに対して腕が伸びて

いるものが係り受けというところで示させていただいていると。 

 次に、「飛行機」、あるいは「ルート」、「窓」、「空港」、「影響」、「飛ぶ」といった言葉に対

しての頻度とか、ネットワーク的なところを示させていただいてございます。 

 最後でございますが、頭紙の資料にお戻りいただきまして、３、報告書の発行でございます。 

 ⑴としまして、今回お示ししておりますものがアンケート結果の概要版になりますが、それの製本と

いいますか、結果報告、こちらは３００部、こちらは２月下旬を予定してございまして、区政資料コー

ナー、図書館にての閲覧を可というところで今考えているところでございます。 

 併せて、概要版は３,０００部というところで、こちらについても、区政資料コーナー、図書館、地

域センター、広報広聴課窓口で配布というところで、こちらは区のホームページでも公開をしていくと

いうところでございます。 

 なお、こちらのアンケート結果報告の区のホームページ上の公表については、今、１月下旬を目指し
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て鋭意取組といいますか、内容の確認を進めているところでございます。 

 次の裏面でございますが、４番の周知でございます。 

 結果報告書、上記⑴、⑵については、区ホームページに掲載。概要については、広報しながわ３

月１１日号に掲載の予定で進めているところでございます。 

 その他としまして、１月３１日の定例記者会見にて、区民アンケート結果概要についても周知を行う

予定でございます。 

 最後でございますが、集計データの公表と国土交通省への集計データの提供というところでございま

すが、羽田関係を含む品川区民アンケートの全結果においては、個人情報等を除く形になりますが、自

由記述を含む集計データを区ホームページおよび東京都オープンデータカタログサイトホームページ

に、２月下旬を目指し掲載を予定しているところでございます。 

 また、羽田関係の自由記述を含む集計データにつきましては、同様に２月下旬に国土交通省へ直接届

ける予定でございます。 

○新妻委員長 

 説明が終わりました。 

 本件に関しまして、ご質疑等がございましたら、ご発言をお願いいたします。 

○のだて委員 

 まず、資料の見方も含めて伺いたいのですけれども、アンケート結果です。概要版のところで、先ほ

どご説明いただいた２６ページの言葉の関係性、先ほど、少しご説明がありましたが、この言葉が多く

出ているということでこれは見ればいいのか。まず見方が、これはどう見たらいいのかというところを

伺いたいと思います。 

 それと、全体版は今回資料としてないのかなというふうに思うのですが、ぜひ出していただきたかっ

たと思うのですけれども、いかがでしょうかということと、今回、２６地区に分けて影響を受けたとい

うこととか、いろいろ出されておりますけれども、２６地区で、実際に回答は何件あったのかというこ

とも、ぜひ出していただきたいと思うのですが、いかがでしょうかということと、子どもについてのア

ンケートなのですけれども、そこで、１問、羽田についてアンケートがあると思うのですが、そこの区

としての受け止めを伺いたいと思います。 

○河西情報戦略担当課長 

 １つ目のご質問にお答えいたします。２６ページのことばネットワークになりますが、こちらに関し

ては、区民の皆さんからいただいたアンケート結果をビジュアル的にイメージ図として表したものにな

ります。ですので、区民の皆さんには、このイメージ図を見ていただいて、共感いただけるところが

きっとあると思います。区民の皆さんがどのように感じているのかを参考にしていただくための資料と

ご認識ください。 

 このほかにも、我々は、自由意見の分析という形で、目に見える形で、先ほどご紹介させていただい

た係り受け、そういったものを使いまして区民の意見を分析しております。具体的には、その分析した

結果をこれからの施策に生かしていくというところで進めさせていただきます。 

 ことばネットワークに関しては、参考にご提示させていただいたということでお答えさせていただき

ます。 

○鈴木都市計画課長 

 本日は概要版でのご説明ということなのですが、全体版につきましては、本日お示ししながら概要版
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でご説明というところが一番よかったのかなというところでございますが、なかなか全体版が、本日、

鋭意まとめを頑張ったのですが、なかなかまとまらなかったということで、それについては、製本は、

もうしばらく時間がかかりますが、区のホームページへの公表につきましては、今、２月下旬を目指し

て、鋭意取り組んでいるところでございます。 

 それから、２６地区の回答数、全体版のほうでは、年代別ですとか、地区別ですとか、クロスした数

字的なところは、概要版よりも充実して掲載をしていく予定でおりますが、２６地区の回答数、最終的

には、オープンデータとして結果については全て公表しますので、そのオープンデータの中身を見ると、

地区ごとでどれだけの回答数があったかということは、それも含めて明らかに公表させていただくとい

うところでございます。 

 それから、子どものアンケート結果については、自由意見としての記述は、児童生徒には聞いてござ

いませんので、速報版の７ページで、回答はいくつでもということで、やはり一番回答として多かった

のが、「飛行機の音が大きい」というところが回答として全体の中でも騒音が一番声としては大きかっ

たというところもございますので、やはり児童生徒も、今まで飛んでいなかったことが大きいというと

ころで、区としては、やはり全体の騒音結果とともに、やはり結果としては非常に重く受け止めている

ところでございます。 

○のだて委員 

 子どもの結果も重く受け止めているということだったのですが、今回のアンケートが、全区民にアン

ケートをするということで、回答数が８万７,０８６人。区民の２４.３％ということで、約４人に１人

が回答したということで、このことをもっても、このアンケートは重要なものだと思うのですけれども、

そこの受け止めも伺えればと思います。 

 そして、「影響を受けている」という方が、やや受けているという方も含めて、４４.５％いらっ

しゃるということは、私は重大な影響が出ていると思っているのですけれども、その区の受け止めを伺

いたいと思います。 

 その中で、先ほど来ご説明がありました中で、やはり騒音が一番影響が、区民の声としても出ている

ということで、今、飛んできている中で、実際的な、ある意味、物理的な影響は騒音だと思うのですけ

れども、その次に安全への不安も影響の中にはあって、その次には、機影の圧迫感ということですから、

やはり大きな影響が区民に出ていると思うのです。 

 そうした結果を見ると、やはりこの羽田新ルートについて中止をすることが、結果を見ても一番では

ないかなと思うのですが、いかがでしょうか。 

○鈴木都市計画課長 

 全区民アンケートの結果の受け止めでございますが、委員ご指摘、ご説明いただいたように、４人

に１人の方にお答えいただきまして、その中で約４４％の方が、ややも含めると、影響を受けていると

いう回答。それから、「影響を受けている」、「やや影響を受けている」回答をしていただいた方の、

特にルート下近傍、多くの方が、騒音、落下物、機影の圧迫感、それから負担感についても感じている

というところで、これは先ほどお話ししたように、区としては、結果については重く受け止めていると

いうところでございます。 

 その中で、委員のほうから、中止を求めるということでございますが、区としましては、区長が直接

大臣にも文書をもって要望させていただきましたが、こうしたアンケート結果を踏まえて、具体的な取

組を国に求めていきたいというところで、その中身については、今、固定化回避検討会が鋭意進められ
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ているわけですが、その中で一刻も早く具体的な内容を提示し、それを実行に移していただきたいとい

うところは、強く文書でもお示しし、当日の面談の中でも強く大臣のほうに区長から直接申入れをさせ

ていただいたところでございます。 

○のだて委員 

 このアンケート、今回、約８万７,０００人もの方が答えていただいたということで、これまでこう

したアンケートは、区として行ってきたのかどうか伺いたいと思います。行ったことがあるのかどうか

ということです。 

 このアンケート結果を重く受け止めるということで、特に一番重く受け止めている点はどこか伺いた

いと思います。 

 そうした重く受け止めている中で、区長が大臣のもとに要望に行ったということなのですが、その中

で要望したのは、結局、今まで言ってきたとおりの要望だったということで、やはりそこは今回、アン

ケート結果が出た中で、より踏み込んだ要望をすることが必要なのではないかなと思います。 

 今回、新たにまた集計データを国交省に届けるということで、恐らくこの自由意見の中には、影響を

受けている区民のより生々しい声が示されていると思いますが、これを受けて、何を要望するのか伺い

たいと思います。 

○鈴木都市計画課長 

 まずは１点目のこれほど大規模なアンケートをこれまで区として行ったことがあるかというところで

ございますが、羽田に関してということでお答えさせていただきますが、羽田新飛行ルート運用開始前、

あるいは運用開始後、こうした区としてのアンケートをこれまでに行ったことはございません。日々、

区民の方からいただいたご意見、ご要望等については、直接国に届けてきたところでございます。 

 それから、この中で一番重く受け止めているところでございますが、結果全体として、やはり区とし

ては非常に重く受け止めているところでございますが、やはり区民負担の軽減というところは要望の中

でもしっかりうたわせていただいておりますが、その声として一番多かったのは、騒音と、影響と、負

担感についても騒音が一番大きかったというところでございますので、そうしたところを受けて、これ

までも固定化回避の結果については、区としては、しっかり国に様々な機会でお伝えしてきましたが、

改めて、今回、この結果を受けて、結果とともに、初めてやるこのアンケート結果を持って、区長が直

接国に赴きまして、大臣に直接、要望書あるいは口頭で強く申入れをさせていただいたというところが、

一番区としてのまずは姿勢を示させていただいたというところでございます。 

○のだて委員 

 今回、集計データをまとめて届けるということで、そのときにも恐らく何か要望するのかなと思うの

ですが、何を要望するのか、改めて伺います。 

○鈴木都市計画課長 

 自由意見、今、国に、あるいは公表用のデータを、職員が中心になって、今、個人情報ですとか、あ

るいは、中身によっては誹謗中傷みたいなところも、公開には適当でないところの最終精査を行ってい

るところでございます。最終的には、その結果を国に直接届けたいというふうに考えてございますが、

先ほど、この概要版の１４ページのところでもお示ししておりますが、この係り受けの「飛行機－飛ぶ」

ですとか「窓－開ける」、２万８,０００件弱の自由意見、これを１つ１つ何か文章にして直接お届け

するというのは、なかなか難しいかなというところで、この中で現れてくる、ここで見ていただいても、

「飛行機－飛ぶ」、「窓－開ける」、「飛行機－騒音」というところで、形としては、選択肢の中で、
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まずは鮮明であった「騒音」が、やはり区民の方の影響、負担感が一番強いというところが、この係り

受けの上位の数でも、今のところ見えてきているのかなというところでございますので、これから２月

末にアンケート全体の結果を国に直接届けるということで先ほどお話ししましたが、そこに添付すると

いいますか、しっかり持っていくための文書についても、これからしっかり内容については考えていき

たいというところでございますが、やはり当初から、このアンケートの目的の１つである区民負担の軽

減につながる取組を国にしっかりお伝えする内容にしていきたいというふうに考えてございます。 

○のだて委員 

 騒音の負担感が強いということで、今回のアンケートに一番強く示されているのはそこだということ

ですけれども、「影響を受けている」と回答した方で２番目は「落下物など安全性への不安」というこ

ともありますし、３番目も３割以上の方が「機影の圧迫感」ということもありますので、そういったこ

とをひっくるめて、ぜひ対策というか、それはなくしていただきたいというふうに思います。 

 今回、この集計データ、オープンデータを区ホームページにも載せるということですけれども、区

ホームページにアップするものは、オープンデータと同じ中身がアップされるという考えでいいのかど

うか、そこのところを確認させていただきたいと思います。 

 それと、実際、今回、自由意見欄を集計している中で、この意見を区としては読んだのかどうか、区

長を含め、都市環境部長も、担当課長も、自由意見を読んだかどうかということを聞かせていただきた

い。 

○河西情報戦略担当課長 

 １つ目のご質問にお答えいたします。自由意見欄の公開方法ですが、公開場所としては、先ほどご紹

介したとおり、区ホームページと、東京都オープンデータカタログサイトになります。こちらに掲載す

るものは両方とも同じものになります。全ての回答いただいたデータ。ただし、個人を特定するような

データは、黒塗りないしは削除させていただいたものを公開する予定です。 

○鈴木都市計画課長 

 羽田の自由意見、２万８,０００件弱でございますが、私のほうでは、一通り目を通させていただい

たところでございます。併せて、空港環境担当係長、係員が２名おりますが、そちらの職員の中でも目

を通させていただいたというところでございます。 

 アンケートの１つ１つの自由意見の結果については、区長にもお渡ししているというところでござい

ます。 

○のだて委員 

 自由意見欄を読んだということですので、ぜひ課長の読んだ感想というか、受け止めを伺いたいと思

うのですが、いかがでしょうか。 

○鈴木都市計画課長 

 非常に膨大な意見数を１つ１つ読んでいくというところで、全体としては、結果で先ほどもご説明さ

せていただきましたが、やはり騒音で、例えば、コロナ禍でリモートが進んで自宅で仕事をされている

方が、なかなか音がうるさいですとか、これは以前から、アンケートの前からも電話の音あるいはテレ

ビの音が聞きづらいとか、季節のいいときに窓が開けられないとか、読んだ印象としては、やはり騒音

に関する影響が非常に大きいなというところで、感想としてはそういうふうに感じたところでございま

す。 

○のだて委員 
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 騒音の影響が大きいということで、ぜひそうした声をしっかり受け止めて対策をしていっていただき

たいと思いますし、そのためには、一番、羽田新ルート、中止すべきだというふうに私は述べておきた

いと思います。 

 今回、ルート直下で「影響を受けている」と答えた方が６割を超えているということで、やはり本当

にルート直下の方の生活への影響は相当大きなものがあるなと思うのですけれども。 

 また、一番低い地区でも、旗の台ですけれども、２割以上の方が「影響を受けている」ということで、

この結果は私も重大だと思います。やはりルート直下だけでなく、区内全体としても影響があるという

ことですので、区としてやはりしっかり取り組んでいただきたいと思うのですけれども、だからこそ、

今回、住民団体の代表の４名の方が連名で、羽田新ルートのアンケート結果について、ぜひ区長と直接

会って面談をしたいということで申入れをされたというふうに思うのですが、それはどういった対応を

区としてされたのか伺いたいのと、直接申出があったわけですから、ぜひ面談をする機会をつくってい

ただけたらと思うのですけれども、いかがでしょうか。 

○新妻委員長 

 のだて委員、本日の報告は、アンケートの結果についてのことでございますので、了解をいただきた

いと思いますが、よろしいでしょうか。 

 もう一度質問を改めていただきたいと思います。 

○のだて委員 

 これはアンケート結果のことについてなので、ぜひ区民に説明してほしいということなのです。そう

したことをお願いしているのですが、ご答弁いただけるでしょうか。 

○鈴木都市計画課長 

 まず、ルートから離れた方の声というところで先ほどありましたが、先ほどご紹介させていただいた

ルート下以外、その他の地域というところでも、こうした係り受けの上位をお示ししてご意見を入れさ

せていただいておりますが、ご指摘のとおり、ルート下の近くでお住まいでない方も、例えば、買物で、

買物かどうかはあれですけれども、大井町のほうに行かれたときに、飛行機を見て、低く飛んでいると

ころ、音ですとか、そうしたところで周囲への影響を心配されているというような意見もございました

ので、そうしたところはしっかりとお示しさせていただいているところでございます。 

 それから、区民の方への丁寧な周知というところでございますが、今回、概要版、それから全体版、

それからオープンデータという形で、しっかり区のホームページ、あるいは東京都のホームページにも

掲載して、しっかり広く公表していきたいというところでございます。 

○のだて委員 

 直接申出があったわけですから、ぜひそうしたところも含めて説明をしていただきたいというふうに

要望しておきたいと思います。 

 やはりこうしたアンケート、多くの方に答えていただいて結果が出たわけですので、今度、集計デー

タ、国交省のほうに持っていくということですので、そこでも、ぜひ羽田新ルートはやめてほしいとい

うことで要望していただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○鈴木都市計画課長 

 今、自由意見欄を含む最終的な取りまとめを行っている中で、国のほうに改めて直接届けるために、

今、準備を進めているところでございますが、先ほどご答弁したとおり、区民負担軽減につながる取組

を、全体版をお渡ししていく中でも、しっかり国のほうに求めていきたいというところでございます。 
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○新妻委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

○西本委員 

 そもそも論から少し入りたいと思います。アンケートをやるということは、当然そのゴールがありま

すよね。目的があって、何のためにこれをやったのか。その目的に対してゴールがあるのだろうと思う

のですが、まずそこをお聞かせください。 

○鈴木都市計画課長 

 今回のアンケートを行うときも、区としては議会等でご説明させていただいておりますが、アンケー

トで何か賛成反対というところをお聞きしてアンケートを行うということはせずに、やはり地域ごとで、

それぞれ区民の負担感、影響が様々あろうというところで、それをしっかりアンケート結果として明確

にして、具体的な取組を国のほうにしっかり働きかけていくためにアンケートを行うというところが目

的と結果、目指すべきところということでスタートし、今回その方向で進めているところでございます。 

○西本委員 

 負担軽減ということなのですけれども、何も書いていないですよね。今までと同じですよね。区長が

国交省に出した文書の中には、固定化回避検討会を進めてくださいというだけで、今までの内容と変わ

らないのです。状況確認は、それは必要なことだと思うのですが、アンケートというのは、かなり恣意

的なのです。それと、集計して、概要版、全体版を出して、はい、終わりではないと思うのです。この

全体版を国交省に持っていって何をするのですか。持って行かれても意味がないです。品川区としてど

うしてほしいかということはっきり言わないと意味がないのではないのですか。その話合いをしていな

いわけです。議会や区民の方への説明もしておりません。これ、どうするのですか、このアンケートの

結果。これからどう料理するのですか。 

○鈴木都市計画課長 

 アンケート結果速報版、１２月１日に、区長が国交省に赴きまして、大臣に直接、要望書としてお渡

しさせていただきましたが、その中で、アンケート結果の速報という形にはなりますが、やはり一番ど

の部分について影響が出ているのか、あるいは区民の方が負担感を感じているのかというところは、要

望書の中でもしっかり数字としてお示しさせていただいて、それをお示しした上で、国のほうにしっか

り負担軽減につながる取組を行っていただきたいというところで、国にしっかり申入れをしたところで

ございます。 

 これは全体の結果を受けても、これから全体をお持ちするところにおつけする文書についてもしっか

り検討して、国のほうには改めてしっかり要望していきたいというところでございます。 

○西本委員 

 負担軽減とは何でしょうか。負担軽減という意味、いろいろありますよね。地域によってもいろいろ

変わると思うし、人によっても変わるだろうし、だから、区として、負担という、負担軽減というのは、

どういうことを示しているのかということの方向性は明確にすべきではないのでしょうか。飛行機を飛

ばすことをやめろと言うのか、品川区の上空には飛行機を飛ばすなと言うのか、それとも、防音の助成

を出せと言うのか、それも同じですよね、負担軽減という意味では。いろいろな意味があります。だけ

ど、その要望を区民の皆様方の、せっかくアンケートをとったのに、そこまで抽出できないのです、こ

れ。抽出していないです。どういうふうにしていきたいのか。そこまでやるべきだと私は思いますけれ

ども、これは、結果を見ても何のためのアンケートか全然分からない。なぜこれをやったのですか、１
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億円もお金をかけて。目標は何でしょうかということです。そこをもっと深くやらなければいけなかっ

たのではないのですか、内容も。これで国交省に持っていって、「はい、分かりました」と言いますか。

私は、このアンケートの内容からして、住民の皆さんの声を吸い上げられているとは到底思えない。そ

この辺のご意見と、それから、数字に関することです。 

 例えば、区長が国土交通大臣に出した別紙１ですけれども、全体で４４.５％が影響があ

る、４４.５％を見たときに、どう捉えますか。「４４.５％、半分にいかないんだ、影響はないのね」

と思われても仕方ないのです。影響があるというふうに考えるのか、影響がないと捉えるのか。先ほど

の答弁の中で、品川区は影響があるというふうに捉えているという答弁でした。でも、国交省の見解は

どうなのでしょうか。４４.５％、半分にいかないのだから大丈夫というふうにとられても仕方ない数

字です。その後に、影響を受けていない、あまり受けていないというのが３８.４％もいる。３８.４％

も影響はないと言ってくれている。多少の影響はもちろん分かっている。だけど、これは想定内なので

はないのかととられても仕方ないです。数字はそのようなものです。だから、国交省の人たちが思う

パーセンテージ、数字の感覚と、品川区が思う感覚は一緒ですか。そこを確認したのでしょうか。 

○鈴木都市計画課長 

 まず１点目の区民負担とは何かというところでございますが、そこを正にアンケートでお聞きしたと。

区民の方にとって、羽田新飛行ルートがどのような影響があるかないか、まずは、あるかないか。それ

から、どちらとも言えない、影響がない、やや影響がない、そうした選択肢でまずお答えいただいて、

その中で、影響があるとお答えいただいた方が、どのような内容のものについて影響があると感じてい

るのかということを選択して選んでいただいたと。そうしたところから、やはり「騒音」がアンケート

結果から大きく浮かび上がってきたというところでございますので、そうしたところを、これは以前か

ら、結果としては、落下物の対策ですとか、あるいは、「機影の圧迫感」というお声も多くいただいて

おりますが、その中でも特に「騒音」に対する負担感、影響が強いというところをしっかり国にも届け

て、固定化回避検討会では、騒音環境の軽減に向けた観点から、この固定化回避検討会を行うと。第１

回の中でも、冒頭そういうご説明もありましたし、しっかり区民負担、区民の影響の軽減に向けた取組

を固定化回避検討会の中で一刻も早く示していただいて、具体的に実施していただきたいというところ

が、これはアンケートの結果を背景にして、区長が直接、大臣のところに届け、口頭でも要望したとい

うところが経緯でございます。 

 それから、今、この別紙１の要望の中で、「影響を受けている」、「やや影響を受けている」、合わ

せて４４.５％、それから、「影響を受けていない」、「あまり影響を受けていない」、合わせ

て３８.４％、正にこれはもう結果そのものをしっかり示させていただいたと。ただ、さらに、その

「影響を受けている」、「やや影響を受けている」中で、どの地域の方々がそうした声がさらに強いの

かというところも、さらにアンケートの中では集計をし、取りまとめし、結果として国のほうにもお示

ししております。やはりルート下近傍の方が、６８.１％が「影響を受けている」というところで強く

回答をいただいておりますし、その中でも９割の方が「騒音」というところを回答いただいております

し、負担感についても、ルート下近傍の８割の方が負担感を感じているというところ、結果をしっかり

示して、より、そのアンケートの結果が、特徴が地域ごとで出るような分析、集計の結果をして、国の

ほうにしっかり届けてきたところでございます。 

○西本委員 

 私が言いたいのは、１つに、国が思う感じ方と、品川区が感じている数字に対する感じ方は一緒です
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かということです。確認したのですか。数字は怖いですよ。逆も言えますから。なので、そこは、いく

ら品川区が、大変だ、大変だ、このような影響があるのだと言っても、国交省が、「いや、これぐらい

でしょう」と言われたら、ずれているわけです。だから、それをずれていないような確認はいつやるの

でしょうかということが１つ。 

 それから、進め方です。１２月１日、議会に報告もしないで行ってしまったのですよね。そして、記

者会見もするのかしないのかよく分からない状況でしたわけです。それで、議会のほうには、せめて説

明をしろということで、１２月１５日に説明会を開いていただきました。でも、あれは公の場所ではな

いですから。次の説明は１月３１日の定例記者会見、プレス発表なのです。ここで何を言うのでしょう

か。区民の方々に説明は、ここで終わりですか。この建設委員会、今日です、ここで私たちに説明をし

たから、区民の皆様方には、この次のプレス発表の説明で終わりですか。その説明の中に、今のような

答弁ですか。どういう説明をするつもりなのでしょうか。進め方、少しおかしくないですか。それにつ

いてお答えください。 

○鈴木都市計画課長 

 まず、国のほうには速報版という形のものをお持ちしているわけでございますが、当日の１２月１日

の大臣の発言、当日は、この速報版を使って、アンケートの結果を区長のほうからご説明をして、大臣

のほうからは、「重いアンケートであり、しっかり受け止め、検討する」という回答、発言があったと

ころでございます。 

 この結果は、ルート下近傍の方、負担感、あるいは騒音に対する影響が強いというところは、区のほ

うでも結果をもってお示しし、国のほうでもそう受け止めていただいていると認識しているものでござ

います。 

 それから、本日、正に建設委員会でこの概要版をご説明させていただいて、これから区ホームページ

等でも公表を行っていくというところで、記者会見のほうでも、こちらは区民アンケートの全体、羽田

も含めた全体版について説明をさせていただく予定になってございます。 

○西本委員 

 ですから、１月３１日の記者会見では何を言うのですか。こういう結果でしたと、それだけですか。

これを基にして、品川区の考え方や方向性を言わないといけないのではないのですか。今までと同じよ

うなことを言っても、埒があかないです。１億円もかけてアンケートをとっておいて、騒音問題、落下

物、危険性、これは前々から言われているし、請願・陳情もたくさんいただいて、それで議論は議会の

中でたくさんやりました。ただ、数値的に示すというのはいいことだと思います。だけど、同じことを

やっているでしょう、ずっと。次、どうするのですかという話ではないですか。アンケートをやって、

このアンケート結果を次にどう持っていくのですか。知らせて終わりなのでしょうか。これからの行動

提起をどうするのかをお聞かせいただきたいのと、それから、テキストマイニングの話ですけれども、

説明をしても分かりません。これを見て、自分の言葉、あるはずです、だから何ということです。テキ

ストマイニングで何を言いたいのですか。では、それぞれ勝手に判断してくださいと区民の方に言うわ

けですか。非常に不親切ですよね。どう考えていますか、お答えください。 

○鈴木都市計画課長 

 １月３１日の記者会見では、羽田も含む概要版についての説明をさせていただくわけですけれども、

その中では、この資料の中にもありますように、全体的な取りまとめをもって、改めて国のほうにしっ

かり直接届けていきたいというところでございます。 
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 それから、やはり冒頭から申し上げておりますが、区民アンケートで賛成、反対をお聞きして明らか

にしていくということではなくて、これまでも区民の声として、電話やメール、あるいは窓口でいただ

いているご意見、それを全区的に行って、しっかり結果、内容をもって、今回、１２月１日には、国の

ほうに負担軽減について求めてきたわけでございますので、この自由意見欄の取りまとめを含めて、再

度、国のほうにはしっかりそうしたところを改めて申入れをしていきたいというところでございます。 

 それから、今回のテキストマイニングでございますが、やはり相当の数をこうした係り受けという言

葉で、その傾向といいますか、その固まりをある程度お示しして、やはり１つ１つ、これだけの大きな

結果でございますので、基本的には選択肢のアンケートのところとセットで自由意見欄も見ていただく

のかなというところで、選択肢の中で出てきたのは、やはり騒音ですとか、落下物とか、そうしたとこ

ろですから、自由意見の中でも、先ほどご説明したように、「飛行機－飛ぶ」とか、窓が開けられない

とか、係り受けが非常に多かったというところでいけば、そうしたところも自由意見の中から傾向とし

て見えてくるというところでお示ししているところでございます。 

○河西情報戦略担当課長 

 １点、テキストマイニングに関して補足させていただきます。 

 ２５ページのことばネットワーク、こちらに関しては、あくまでもビジュアル的に感じ取っていただ

くための参考資料です。見ていただきたいのは、概要版の本編の１４ページと１５ページです。こちら

は何かといいますと、区民の方に回答いただいたアンケートの中で、量と質、それをまとめたものです。 

 まず、質に関しては、どういった意見が多かったか。量に関しては、例えば１４ページで言いますと、

一番上を見ていただきたいと思います。それぞれの係り受けに対して、頻度、件数です。例えば、３番

目を見ていただきたいと思います。「飛行機－騒音」に関しては、６７７件、回答いただいたアンケー

トのうち、これだけの数の区民の方が「飛行機－騒音」に関して関心を持っていらっしゃるというとこ

ろで、区民の意見をまとめて集計して、その意見の重さを見えるようにしたというところを、この１４

ページから見ていただければと思います。 

 １５ページに関しても同様です。こちらに関しても、上の表を見ていただきまして、「飛行機－飛

ぶ」、「飛行機－見える」、そういったところが上位に来ていると思います。例えば、象徴的なところ

で言いますと、１５ページの「飛行機－見える」に関して、３番目です、「飛行機が見えるので、空を

見る機会が増えました。子どもと空を見ながら会話しています」といった、どちらかというと肯定的な

意見も見えているというところがこういったアンケート結果から見えてきておりますので、そちらも見

ていただきたいと思います。 

○西本委員 

 そろそろまとめますが、結局、このアンケートで何を言いたいかということを、１月３１日にはっき

り言ってほしいと思います。 

 何をはっきり言ってほしいかというと、このアンケートは、今答弁いただいたように、賛否を問うも

のではないということです。ですから、区長としては、賛成もしない、反対もしないという態度だとい

うことです。ということをはっきり提示してほしいのです。そういうことなわけでしょう。はっきり

言っていないのですから。この結果を見て、飛行機をどうする、軽減をしてもらう要求をしましたで終

わりですよね。だから、品川区として、どういうふうに解決、このアンケートの中から、大変だという、

騒音の問題にしてもそうですけれども、それをどうするのだという具体的なところ、固定化回避検討会

議に丸投げするのではなくて、どう行動をとりますかということぐらいは話をしてほしいと思います。
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何もないのだったら、何もないと、それまできちんと言ってほしいと思います。そこは要望として言っ

ておきます。 

 それと、この報告なのですけれども、これ、慣れている人もいると思うのです。だけど、ほとんど慣

れていないと思います。これを見て解釈しろと言っても解釈できないのです。だって、この係り受けと

か、自由意見を見ながら、上の棒グラフを検証しなければいけないわけです。だって、「飛行機－飛ぶ」

と、例えば１５ページでいうと、「飛行機－飛ぶ」、３９４あるわけですよね。「だから？」、何を言

いたいのか、ここで。「飛行機－飛ぶ」、飛行機が飛んで嫌だと言ったら分かります。飛行機が見えて

うれしいというのだったら分かります。でも、「飛行機－見える」、確かに見えるよね。そこから何を

言いたいのですか。こういうものを見せるのではなくて、結局、自由意見のところです、やはりつな

がっていくのは。気持ちが分かるのは。言葉遊びをしないでほしい。出すなとは言っていないです。出

すなとは言わないけれども、出すのだったら、区民の人が分かりやすいようにしてほしい。区民の人、

これでは分からない。何のための分析をやっているのですか。報告するというのは、分かりやすく報告

をする、自分よがりの報告ではない。それが区民の方々に対して当たり前の報告ではないですか。当た

り前ですよね。このやり方を反省してください。数が多いから、こういう方法というのは分からないで

はないです。だけど、必要なのは、それに対して何を言えるのかということでしょう。それが何もない

です。区民の方が、一人一人考えてくださいと丸投げすることもいいかもしれないけれども、見方が分

からない。どういうふうな見方をしていいか分からない。どう考えていいか分からない。せめてそこだ

けは示してもらいたいものだと思いますが、いかがですか。そこだけお聞きします。 

○鈴木都市計画課長 

 まず１点目の区として国に対しての申入れの内容でございますが、繰り返しになりますが、やはりこ

のアンケート結果から見えてくる区民負担、本当に見えてきたのは、騒音に対して影響と負担感が区民

の中に大きかった。特にルート下近傍については非常に大きかったというところでございますので、

しっかり取りまとめを行って、国のほうには改めて、この負担軽減につながる取組、これは国策として

国のほうで進めている羽田新ルート、その中で固定化回避の中で国がそうした検討会を立ち上げて、騒

音環境軽減に向けた取組を、この固定化回避の中で検討し示していくというところは、１回目の中でも

示されていますので、そこを改めて、このアンケート結果をもって、しっかり国のほうに伝えていきた

い、あるいは申し入れていきたいというところでございます。 

 それから、結果についてでございますが、やはり私も１つ１つ見ていって、明確に否定的な意見と、

あるいは肯定的な意見、あるいは、これはどちらともとれないなというところ、自由記述でございます

ので様々でございます。そうしたところを、今、概要版ではこうした形でお示しをさせていただいて、

係り受けのところから、多いところについて、その例示として具体的な例をお示しさせていただいてお

りますが、先ほども申しましたが、やはりルート下近傍、今回もルート下近傍と、それ以外で自由意見

欄、係り受けで示させていただいておりますが、先ほどの選択肢の中でも、繰り返しになりますが、

ルート下近傍では、やはり騒音について非常に負担感と影響が大きいということでございますから、そ

の１つ１つ、係り受けの数字も書いておりますが、その選択肢のところから見えてくるところは、否定

的な自由意見欄が、自由な意見が感じとして多いのかなというところでございます。 

 そうしたところで、選択肢と自由意見欄をセットで見ていただいて、しっかり区民の方にも公表、提

示をしていきたいというところで考えているところでございます。 

○西本委員 
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 最後に１点だけお聞きします。課長、騒音、騒音と言うのですけれども、騒音対策はいろいろありま

す。それを強調すると、では、お金で解決しようかとなりませんか。例えば、二重窓をつけるために支

援をしますとか、助成金、補助金を出しますよとか、そういう話に持っていこうという話はないですよ

ね、それを確認させてください。騒音だけになると、やはりお金で解決しようというふうに動く可能性

もあるので、決してそれは区民の皆さんの総意ではないというふうに思っているので、そこは少し気を

つけてほしいと思っていますが、いかがですか。 

○鈴木都市計画課長 

 固定化回避の中で示されようとしているのが、当初１２の飛行方式の中から、今、２つの飛行方式に

絞られて、安全性の検証、曲線を描きながら同時進入する、その安全性の検証が今行われているという

ふうに聞いてございますので、国のほうには、具体的な内容を一刻も早く示していただきたいというこ

とを、今、結果をもって国のほうには改めて伝えているところでございますので、その結果をしっかり

注視していきたいと、一刻も早く出していただきたいと、それを改めて国のほうには強く申入れをして

いきたいというところでございます。 

○新妻委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

○田中委員 

 私、以前の建設委員会でも申し上げましたけれども、日本は民主主義国家であって、間接民主主義制

度をとっておりますので、区長としては、施策を行うに当たって、議会からの声を地域の声として受け

止めていただいて、それを区政の施策に生かしていただくということが基本だと私は思っております。 

 一方で、二元代表制ということもあるので、直接区長は区民の声を聞くという姿勢ももちろん必要な

ところだと思います。 

 そういう中にあって、私、個人の一人の議員の立場での受け止めとしては、間接民主主義制度をとっ

ていながらも、議会の声ではなくて、直接区民に声を聞こうとされた行為は、私は、議会の議員として

は忸怩たる思い、我々の声ではなくて、直接区民の声を聞こうとされている姿勢については、我々の存

在がどう見られているのかというのは、改めて私自身の個人の議員としての受け止めは、どこまで区民

の声を代表して議会で発言できていたのかということは、改めてまた原点に立ち戻って取り組まなけれ

ばいけないというふうに、今回のアンケートについては私は思っております。 

 一方で二元代表制ということで、区長も直接区民の方からの投票で当選されているので、議会の声も

もちろん聞く一方で、直接区民の方の声を聞こうとされる姿勢は理解できなくもないというところがあ

ります。 

 そういった前提の中で、今回の飛行機の関連で、私もまだ１年たっていませんけれども、議会と区長

との関係性でいうと、地域の方々から再三、毎回のように建設委員会に羽田空港のルート変更なり見直

しに対する請願・陳情が出ていて、私は結論を出すべきとして言っていますが、結果的には、継続審議

にずっとなってしまっていました。これを区長がどういうふうに判断されるか、このことを見ていらっ

しゃったのかどうかは分かりませんけれども、区民の声を議会はずっと継続扱いにしてきたということ

であるならば、直接区民の方から声を聞こうというふうに判断されてしまったのかなというふうにも私

は今思っております。 

 そもそも論なのですけれども、アンケートを区長が、いろいろなウェルビーイングというような視点

での区民の方の声を聞こうというものも分かりますけれども、そもそも区長が直接区民アンケートをし
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ようとした大きなきっかけは、やはり飛行機に対する、航路に対する区民の方がどういう思いを持って

いらっしゃるのかを直接聞きたいという、一方で、先ほど言った議会の対応も含めてだと思いますが。

そういう声があったからこそのアンケートだと受け止めているのですけれども、知り得る範囲でいいの

ですが、そもそも区長がアンケートをしようと思ったそもそも論です。きっかけは何だったのか。また、

やろうとしたときのきっかけを、皆様に区長から何かご指示なり、思いが伝えられたのか、そこが分か

ればお聞かせいただきたい。 

○鈴木都市計画課長 

 区として、区長が全区民アンケートを行いますというところでございますが、これは、今回、羽田に

限定したアンケートではなくて、羽田も含めた区政全般のことについて、改めて区民にお聞きして、区

政に反映していきたいという思いが非常に強いというところがまずこの区民アンケートを行うというと

ころは、これは本会議の中でも区としてご答弁申し上げてきたところでございます。しっかり区政に反

映していくというところと、羽田については、これは区政というよりも、国策でございますが、やはり

日々、区民からご意見をいただいているというところ、当然ながら、新飛行ルートは、区長になる前か

ら当然知っているというところでございますので、国策ではあるものの、やはりどういう地域で、どう

いった声が本当に多いのかというところをしっかりアンケートで明らかにして、それで具体的な取組を

国に求めていくというところが、羽田についてはまず一番強いところ、一番といいますか、そこがアン

ケートの目的でございます。 

 今回、その内容が、騒音、しかもルート下近傍について非常に顕著であったというところと、この軽

減策を、１２月１日は直接訪問して強く申入れをしたというところでございます。 

○田中委員 

 再三言っているように、区長は選挙で選ばれていますので、政治家としての立場があります。ご本人

の政策、どういう方向に導いていかれるかという基本的な姿勢がある上で、区民の声を聞いて、それを

区政に反映するというお立場だと思います。なので、いろいろな声を聞いて、それをそのまま直接国交

省に伝えるというやり方ではなくて、区長として、区民の声をアンケートという形だけでなくても、い

ろいろな形で声を聞き、政策としてどうあるべきかというものが一本筋が通った中で、それを補う上で、

アンケートなり、また一方で議会からの声もしっかり踏まえた中で施策に生かすということが本来だと

思うのですが、今回のアンケートの集計も、１つの卒論みたいな形でのまとめ方としてはすばらしいも

のだと思いますが、では、これを受けた区長が、どのようにご自身の政策に生かそうとしているのかと

いうことが、私は、アンケート結果があって政策をではなくて、もともと自分の意思があって、それに

対する考えがこうだからという、そういう観点の利用が本来あるべきかなと。要は、自分の意思ははっ

きりしないけれども、区民の声がこういうことだから、区民がこう言ってるのだから、そういうことを

言おうというのでは私はいけないと思うのです。 

 そういう意味でも、例えば、西本委員もおっしゃられていましたけれども、アンケートのとり方は、

いかようにでもとれるわけで、例えば、再開発とかでいうと、半径何メートル以内の方の声を聞くとか、

説明をするとかとありますが、今回のように、広く品川区全域でとると、ルートは、どちらかというと

区の半分よりも東側に通っていますので、西側は普通に考えて影響はない、そういうところまでの数字

を含めてアンケートをとると、結局は、全体としては薄まるような形になりますので、例えば、区長が

意思を持って何かしらの方向性を持った上でアンケートをとろうとしたときには、例えば、航路の両サ

イド何メートルとか、何キロとかという範囲内でアンケートをこのことについてはとって、そのことで
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結果がこうだったということも、そのアンケートのとりようで、いかようにでも、区長も判断されてい

ますし、国土交通大臣も多分判断されると思うのです。なので、そういった観点からも、例えば、品川

区では、アンケート調査をしましたけれども、航路上の港区とか目黒区とかでこのような航路に関する

アンケート、あるいは東京都としてアンケートをされているのかがもし分かれば教えていただきたいと

思います。 

○鈴木都市計画課長 

 まず、アンケート、先ほどご答弁したように、本日、総務委員会のほうでも全体についてのご報告を

させていただいているところで、正に委員からご指摘があったように、区政全般のことにつきましては、

このアンケート結果を踏まえて、これからといいますか、来年度のウェルビーイングの予算的なところ

にしっかり反映をしていく。正にそれがアンケートをして、その結果を反映していくというところでご

ざいます。 

 １つ１つの自由意見につきましても、これから恐らく整理がされて、ある程度、分類がされて、各所

管にアンケートの自由意見欄も踏まえて、しっかり渡して、そこからまたそれぞれの所管が、さらに継

続した取組に活用していくというところになっていくのかなというところでございます。 

 それから、特に今、羽田に関してご質問をいただいておりますので、羽田についても、アンケートの

とり方は、今回はこういう形でしっかり庁内で議論をして、この内容で取りまとめて行ったわけでござ

いますが、先ほど、ルート下と、それ以外の方でお聞きすると、やはり全体で聞くと薄まるというお話

もありましたが、やはりまずは全体でしっかり全区民にお聞きして、その中で、ルート下近傍ではどう

ですかというところをさらに集計をして整理をしてお示ししてございますので、その全体で影響がある

のが何％、影響がないのが何％でやめているわけではございませんので、その中で、どの地域でどう

いった特徴があるかということをしっかり、正にルート下それぞれで、例えば、側方向、両方向

で１００ｍずつというやり方もあるのかもしれませんが、最終的には、お住まいの方々に何丁目何番何

号までお聞きしたほうが、よりルート下に近い方々の集計がしやすいのですが、それはもう途方もない

集計になりますので、今回、２６地域というところでルート下近傍、それ以外ということで、できるだ

け地域特性が出るような形で集計し、お示ししたところでございます。 

 それから、他区の状況でございますが、お聞きしているところ、港区で、アンケートといいますか、

区民に行ったということは聞いていますが、この港区の実施の仕方が、基本的には全区民に羽田新飛行

ルートの運用はこういうものですよということを説明した国の資料を配布して、新飛行ルートに関して

何かご意見はありますかという形で、選択肢という形ではなくて、自由記述という形で回答いただいた

ということを行ったということは聞いているところでございます。 

○田中委員 

 今のご答弁も含めて、受け止めとしては、そもそも論に続くのですけれども、二元代表制ということ

を尊重しているからこそ、港区はそういう形で、お知らせということでアンケートをとったのかもしれ

ませんが、目黒区にしても、東京都にしても、していないのかなというふうに受けるのと、今回の生

データを国土交通大臣にお伝えしたときに、自分が国土交通大臣の立場で立ったときには、それをどう

受け止めるかなのですけれども、例えばですけれども、航路上は多くの反対はあるけれど、ほかはそう

でもないねと、もっと離れたところだったらば、目黒区とか世田谷区とかにすれば、全く影響はないと

いうふうに判断するだろうとすると、では、最小限で反対があって、この程度ならなみたいに思われて

もいけないと思うのです。だから、固定化回避を求めてアンケートをしたのでしょうけれども、逆にこ
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れが固定化に向かうようなとり方にされてしまってもいけないのではないかなと、もうやってしまった

ことはあれなのですが、例えば、大井町駅の上空、約３００ｍを通りますけれども、伊丹空港も新大阪

駅約３００ｍ上空を通るのですが、例えば、伊丹、大阪市で、こういう騒音問題、あそこは続いていた

のか、例えばですけれども、品川をこういう声があったから変えたとすると、では、伊丹もどうなのだ

とか、福岡は何とかしてくれないかとかということになると思うのです。少しそれは飛んでしまうので

すが、だからこそ、私が再三言っているように、これは国政マターだから、一区議会なり区政でという

課題ではないのではないでしょうかということを言っているのですが、そういう他での国土交通大臣の

立場で、このアンケート結果を他地区を容認するためのデータにも使われたくないということが本心だ

と思うのです。だから、区長がどういう意図でということはあるし、また、区長が今回のアンケート結

果を受けて、区民負担軽減につながる取組を求めるということでありますが、もう一歩踏み込んでとか、

では、具体的にどういうところを今回の結果を受けて、飛行機が飛ぶ飛ばない、見える見えないとかと

いうことをどうされようとしているのかが、いかようにもとれるので、区長としてのご判断にどういう

影響を受けるアンケート結果になったのかということは、区長にしか聞けないのかもしれないのですけ

れども、自分で言っていても、まとまっていないのですが、要は、非常にファジーな、いかようにでも

とれる結果だと思いますが、区長の近くにいて、いかがでしょうか。 

○鈴木都市計画課長 

 この羽田新飛行ルートについては、この計画が発表されて、実際、運用が開始されて、区のほうに

様々な声が届いてきたというところで、その中で区としましては、これは国策として、国の責任の下で

実施されているものではございますが、やはり区民の方から、騒音ですとか、落下物への不安という声

は届いておりましたので、環境負荷軽減に向けた取組ですとか、さらなる安全対策ですとか、そうした

ところはこれまでも国のほうには重ねて強く申入れを行ってきたところでございます。 

 その中で、全区民アンケートをして、生の声で、あとは、その地域ごとの本当に具体的な声をしっか

り拾って具体的にして、これまでそうした取組を求めてきたところを、さらに重ねて強く国に直接届け

たところでございますので、これは国策ですので、その取組についても、国のほうで、その方法につい

ては、今正に固定化回避検討会の中で示していきますよと国は言っておりますので、区としては、一刻

も早い具体的な提示を求めて、その実現を一刻も早く行っていただきたいというところは、これまでも

そうですし、今後もこのアンケートを基に強くしっかりと求めていきたいというところでございます。 

○田中委員 

 最後、まとめで、飛行機と違う観点なのですけれども、建設委員会なので、まちづくりという視点で

言うと、再開発に対して、反対される方ももちろんいらっしゃいますし、また推進するような、私、個

人的な思いとしては、法にのっとって適法の中で、また木密対策云々の効果もあるから、再開発は容認、

進めてきたところであります。一方で、反対の方もたくさんいらっしゃる。そのときに、地域でアン

ケートをとって、反対が多いから、では、この再開発は反対しますというふうに捉えてしまっては、私

の今の個人の思いとしては、いけないと思いますし、これまでも、それ以上の成果を目指して再開発は

進めてきたと思うのです。同様の姿勢で、やはり航路に関しても、声がこうだったからこうというのは、

どこまで影響を受けてしまっていいのかというか、要は、区長としての基本線がしっかりあった中で、

声は声としてしっかり承り、不安に対してはこのような形で対応するという、そういう姿勢で今回のア

ンケートを受け止めていただいて、区長としての施策推進につなげていただきたいと思っておりますの

で、これはぜひよろしくお願い申し上げます。 
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○新妻委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

 ほかにご発言がないようですので、以上で、本件および報告事項を終了いたします。 

 情報戦略担当課長は、ここでご退席いただいて結構です。ありがとうございました。 

 会議の運営上、暫時休憩といたします。 

○午後３時３０分休憩 

 

○午後３時３８分再開 

○新妻委員長 

 ただいまより、建設委員会を再開いたします。 

                                              

２ 所管事務調査 

 住宅に関することについて 

○新妻委員長 

 次に、予定表２、所管事務調査を議題に供します。 

 本日は、７月４日の委員会において決定いたしました所管事務調査項目のうち、住宅に関することに

ついての調査を行ってまいります。 

 まず、理事者より資料に基づきご説明をいただき、その後、ご質疑、ご意見等をお願いしたいと思い

ます。 

 それでは、本件につきまして、理事者よりご説明をお願いいたします。 

○竹田住宅課長 

 それでは、住宅に関することについて、ご説明いたします。資料をご覧ください。 

 １、マンションに関する事業のうち、マンション支援、特に管理運営支援について、ご説明いたしま

す。 

 まず、背景と目的ですが、マンション自体の老朽化と居住者の高齢化の「二つの老い」の進行が課題

となっております。マンションが適正に維持管理されない場合、居住者のみならず、地域住民の生活に

悪影響を及ぼすおそれがございます。 

 このような状況を踏まえて、東京都は、マンションの適正な管理の促進に関する条例を制定し、管理

状況について届出を行う管理状況届出制度を創設いたしました。 

 また、国は、マンション管理の適正化の推進を目的に法改正を行い、地方公共団体にマンション管理

適正化推進計画の作成や管理計画認定制度を新たに位置づけました。 

 マンション管理組合に対し行政が積極的に関わり、マンションの管理不全を予防するとともに、管理

組合の自律的な運営による適正な管理を促進することで、良好な居住環境の形成ならびにマンションの

周辺における居住環境の維持向上を図り、区民生活の安定向上に寄与することを目的としております。 

 左下が東京都が定める管理状況届出制度でございます。 

 届出をいただくマンションは、昭和５８年１２月３１日以前に新築された分譲マンションです。 

 届出項目は、管理組合の有無、修繕積立金の有無、大規模な修繕工事などの管理不全を予防するため

に必要な７項目です。 

 現在の届出状況ですが、届出が必要なマンション４７６のうち、４４５が届出済みとなっておりまし
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て、届出率は９３.５％です。 

 届出済みのマンションのうち７５、１６.９％が管理不全兆候ありとなっておりますので、それらの

マンションに対して改善を促すとともに、届出が済んでいない３１のマンションに対しては、引き続き

届出を促してまいります。 

 右下が法改正により自治体にマンションの管理の適正化を推進する計画の作成を求めると同時に、そ

の計画の一定基準を満たす優良なマンションを区が認定するとともに、基準を満たさないマンションの

管理組合に対して助言・指導・勧告を行い、適正な管理を求めてまいります。 

 認定基準には、資料に記載のとおり、国が定める基準のほかに、品川区が独自に定める基準があり、

品川区は資料に記載のとおり、マンション周辺の町会・自治会との連絡調整担当員を選任していていた

だくとともに、災害時のマニュアルの作成、または年１回以上の防災訓練の実施を求めております。 

 認定されたマンションには、資料に記載のとおり、固定資産税の減額や共用部分リフォーム融資の借

入金利の引下げ等の優遇措置がございます。 

 次に、１枚おめくりいただきまして、居住支援事業のうち、セーフティネット制度・居住支援相談会

について、ご説明いたします。 

 セーフティネット住宅とは、高齢者や子育て世代、障害のある方、所得の低い方など、住まい探しに

お困りの方の入居を受け入れる住宅として登録された住宅です。 

 左下、⑵セーフティネット住宅の種類ですが、セーフティネット住宅には、登録住宅と専用住宅の２

種類がございまして、登録住宅とは、要配慮者以外も入居可能な住宅であり、専用住宅とは、要配慮者

のみが入居可能な住宅となります。専用住宅として登録すると、家賃低廉化補助を受けることが可能と

なります。 

 その下、⑶セーフティネット住宅として登録するための主な基準等は、記載のとおりです。 

 なお、家賃補助は、賃貸人（オーナー）に対して支給するものであり、家賃は近傍同種の住宅の家賃

と均衡を失しないこととなってございます。 

 次に、資料右下、⑷家賃低廉化補助内容および入居者要件ですが、家賃低廉化補助の限度額は、１棟

当たり１か月最大４万円。入居者は、月額所得が１５万８,０００円以下であり、高齢者、障害者、ひ

とり親世帯となっております。 

 入居者の要件は、生活保護受給者・住宅確保給付金受給世帯でないこと、住宅を有していないことと、

区内に２年以上居住していることなどです。 

 補助対象期間は、原則１０年となります。ただし、１０年間で４８０万円を超えない範囲であれば、

最長２０年の補助を受けることが可能です。 

 居住支援相談会につきましては、記載のとおり実施予定でございます。 

 次に、１枚おめくりいただきまして、空き家対策のうち、空き家の利活用について、ご説明いたしま

す。 

 まず、区内の空き家の現状ですが、令和５年３月現在、区内にある空き家全体が５４１戸、そのうち

適正に管理できていない不適正管理状態のものが９７戸です。また、昨年度除却された空き家が５４戸

となっております。 

 次に、空き家を利活用する上での課題について、国土交通省による実態調査をした結果について、ご

紹介させていただきます。 

 所有者が空き家にしておく理由として、物置として必要、特に困っていない、労力や手間をかけたく
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ない。それから、売買・賃貸したくない理由として、好きなときに利用や処分ができなくなる、リ

フォームの費用をかけたくない、満足できる家賃で貸せそうにもない。それから、解体しない理由とし

ては、解体費用をかけたくない、更地にしても使い道がない、取り壊すと固定資産税が高くなるなどの

結果でした。 

 これらのことを踏まえて、空き家の除去も重要な利活用の１つと考えて、区の空き家利活用策をご紹

介いたします。 

 まず、空き家の発生予防の推進でございます。 

 空き家予防啓発セミナー、空き家相談会の開催や啓発パンフレットの作成配布などを通じて、空き家

となる前の段階から建物所有者である高齢者世代や、その子どもの世代等に対して、事前に利活用を考

える機会を提供しております。 

 次に、⑵相談体制の強化です。 

 区が行う「空き家ホットライン」、「空き家専門相談窓口」、東京都が行う「空き家ワンストップ相

談窓口」など、相談体制を充実させることにより、空き家となることの予防や、空き家の早期利活用が

促進されるよう、空き家解決への支援に努めてまいります。 

 次に、⑶所有者等による空き家利活用の提案および利活用の喚起です。 

 空き家の所有者および相続人等に対して、民間事業者の蓄積された様々な活用事例を踏まえた活用提

案書を送付することにより、空き家の活用方法の提案を行ってまいります。 

 次に、⑷管理不全空家等の指定による働きかけです。 

 空家対策特別措置法の改正に伴いまして、放置すれば特定空家になる恐れのある空家を管理不全空家

といいます。それらに対して指導・勧告を行うことにより、固定資産税の住宅用地特例の解除を従来よ

りも早期に行うことが可能となりました。利活用に向けて引き続き働きかけを行ってまいります。 

 次に、⑸所有者不明土地・建物管理命令制度の活用でございます。 

 こちらは民法の改正に伴いまして、所有者が不明となっている土地建物について、行政を含めた利害

関係人による裁判所への申立てにより、裁判所による管理人の選任が可能となりました。財産管理人は、

裁判所の許可により、所有者が不明となっている土地建物の処分も可能となったため、本制度を利用し

て利活用を促進してまいります。 

 次に、⑹公共的な用途に利活用した場合の改修費用の助成です。 

 空き家を改修することにより、公共的な用途、例えば、地域交流の場、子育て世代の情報共有の場な

どに活用した場合に、最大１５０万円を上限に、改修費用の一部を助成してまいります。 

○新妻委員長 

 説明が終わりました。 

 本件に関しまして、ご質疑、ご意見等がございましたら、ご発言願います。 

○のだて委員 

 まず、マンションのところなのですけれども、今回、届出の対象が、昭和５８年１２月３１日以前に

建てられたマンションということで、基準がここになっているのは、どういった理由なのかというとこ

ろを伺いたいと思います。様々な基準のところでこういったことはあまり聞いたことがないかなと思っ

たので伺いたいのと、今回、マンションの適正な管理ということなのですが、資料の中で、届出項目の

必須７項目というところで、この７項目の１つでも、ある、ないがつくと、管理不全の兆候があるマン

ションと書いてあるのですけれども、このある、ない、必ずどちらかがつくので、全部不全になってし
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まうという感じの説明なのですが、この説明がどういうことなのかを伺いたいと思います。 

 今、実際、区内では、管理不全の兆候ありが７５棟あるということで、これはその後、どういった手

続というか、どうなっていくのか、対応がされるのかということと、不全になっている理由はどのよう

なことがあるのか伺います。 

○竹田住宅課長 

 まず、マンションの届出が昭和５８年１２月３１日になっている理由ですが、こちら以前に建設され

たものは旧耐震制度に基づいて〔同日後刻に「区分所有法の改正前に」と答弁訂正あり〕建てられてい

ますので、こちらを重点的に調査し、予防していくという趣旨だと理解しております。 

 それから、こちらの項目、管理組合があるのか、管理規約等があるのか、それから、修繕積立金があ

るのか、あるいは、そういった計画が実施されているのか。いずれも管理不全を防ぐための重要な要素

と考えておりますので、こちらが１つでも「ある」、あるいは「ない」がついた場合は、管理不全の兆

候がありということで、この届出制度ができているというふうに理解しております。 

 それから、管理不全の兆候ありの７５の内訳なのですが、マンションによって１つしかつかないもの、

あるいは複数つくものがあるのですが、最も多かった項目が、修繕の計画的な実施が行われていないマ

ンションが５２、それから、総会の議事録がないものが２２、それから３番目に多かったのが、年１回

以上の総会が開催されていないマンションが１８、それから４番目に多かったのが、管理者等、理事が

いないマンションが１６、それから同数で、修繕積立金を積み立てていないマンションが１６というよ

うな状況でございます。 

 それから、管理不全の兆候がありと認定されたマンションについては、品川区内のマンション管理士

会にお願いしまして、１棟１棟回っていただいて、改善に向けて指導をお願いしているところでござい

ます。 

○のだて委員 

 １つ、この項目のところについてなのですが、例えば、管理組合が「ある」、「ない」というところ

があると思うのですけれども、あるかないかは恐らくどちらか必ずつくと思うのです。ここの評価の仕

方からいくと、表の右側に枠がある、「ある」と「ない」がつくと管理不全の兆候があるマンションに

なると、この資料の中で表のところの囲みがあると思うのですが、この「ある」と「ない」がつくと管

理不全の兆候になるということで書いてあるのですが、例えば、管理組合でいえば、あるかないかはど

ちらかは確実につくわけですよね。そうすると、どちらかがついてしまうわけだから、あっても管理不

全ということなってしまいませんかということなのですけれども、今、そういう説明になってしまって

いるのですが、そこはどういうことなのかというところの確認です。 

○竹田住宅課長 

 まず、すみません、先ほどの発言を一部訂正させていただきます。昭和５８年１２月３１日以前は、

旧耐震ではなくて、区分所有法の改正前でございます。 

 それから、こちらの届出項目のところですが、例えば、管理組合があれば居住者の方の意思決定がで

きるわけですが、ないということになると、例えば修繕が必要になっても、修繕に対する意思決定がで

きないということになりますので、管理組合が「ある」、「ない」というのは、その建物の維持管理を

していく上で重要な要素だと考えていますので、管理組合のあるなしも、「ない」ということになれば、

管理不全の兆候ありというふうに考えてございます。 

 同様に、管理者がいないとか、管理規約がないとか、そういったことも同様の趣旨でございます。１
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つでも「ない」がつくと、管理不全ということでございます。 

○のだて委員 

 そういうことですよね。「ない」か、あるいは「いない」がついたら管理不全の兆候があるというこ

とで、資料の訂正まで要るかは分かりませんけれども、そういうことだと受け止めさせていただきまし

た。 

 その中で、管理不全の状況ということで、今ご説明があったのですけれども、７５棟が現在そうなっ

ているということで、それも含めて、あと、実際問題、マンションの耐震化とかをしていく中での合意

ができないということとか、さらには、建て替えを行っていくというのは、さらに難しいのかなという

ふうに思うので、そうしたことをやはり区として支援をしていくということが、もう１つ必要なのかな

と思うのですが、伺いたいと思います。 

 併せて、居住支援事業のほうも伺いたいのですが、この間、専用住宅の登録等々、始まっているので

はないかと思うのですが、その登録件数、あるいは戸数が幾つになったのか伺いたいと思います。 

○長尾建築課長 

 マンションの耐震化支援に関わるご質問について、お答えいたします。 

 こちらにつきましては、建築課のほうで、マンションの耐震診断、補強設計、耐震改修工事に関わる

部分の助成制度がございます。 

 また、合意形成に関わる部分といたしましては、マンションの管理組合向けのアドバイザー派遣制度、

こちらは東京都のほうでもございますので、お問合せがありましたらそちらをご案内するなどしており

ます。また、区のほうでも、そういう使っていただける制度を併せてご案内しているところです。 

○竹田住宅課長 

 建て替えのところです。住宅課でやっている事業について、補足させていただきます。 

 マンションの建て替え修繕相談を行っておりまして、マンション管理士、弁護士等の方にご相談に

乗っていただいております。それから、マンション管理士の派遣、相談等も定期的に開催しておりまし

て、様々なご相談に対応しているところでございます。 

 それから、セーフティネット住宅の登録数のお話ですが、今年の１月４日現在、登録住宅が、品川区

内で１,０２９戸でございまして、専用住宅が０戸となっております。今後、セーフティネット制度の

家賃低廉化補助を通じて専用住宅を増やしていきたいと考えております。 

○のだて委員 

 建て替えや耐震のほうは、そうしたいろいろ支援されているということは知っておりますけれども、

やはりそれでもなかなか進まないという現状があると思いますので、そこは、より一層、支援をしてい

ただきたいというふうに思います。 

 それと、セーフティネットのところは、今も、専用住宅の登録数は０戸ということで、なかなか専用

住宅の登録を増やすことが難しいのかなと思っています。今回、行政視察で行った高松市の方にもお話

を聞いたのですけれども、やはりそこでも専用住宅は０戸ということでしたので、やはり実際は、この

家賃低廉化補助が使えないという状況になっていると思います。なので、やはり使いやすくするという

意味では、登録住宅も要配慮者が入居した場合、補助の対象にしていくということが、より使いやすく、

要配慮者も住まいをしっかり見つけられるということになるのではないかと思うのですけれども、いか

がでしょうか。 

 それと併せて、ほかにも家賃補助をさらに広げていくということが私は必要だと思いますけれども、
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そこを併せて伺いたいと思います。 

○竹田住宅課長 

 こちらのセーフティーネット制度は、計画のスキーム自体が、大方、国のスキームでございまして、

自治体での裁量部分は非常に少なくなってございます。 

 登録住宅には家賃の低廉化等はしない、専用住宅は可能であるというのは、こちらは国のスキームで

ございますので、一自治体の判断で登録住宅も家賃を低廉化していくということは、なかなか難しいの

かなというふうに考えてございます。 

 それから、それ以外の支援も広げてはというお話ですが、まずは家賃低廉化から始めまして、登録状

況等を見ながら、今後、検討していきたいと考えております。 

○のだて委員 

 まずは低廉化からということなのですが、その低廉化事業が、今のところ、進められない、実際に使

うことができないという状況になっているので、専用住宅、この補助制度を始める前にも一度登録する

制度があったと思うのですが、その間も、恐らく０戸だというふうに思いますので、やはり要配慮者を

しっかり支援していくということでは、対象拡大等々、利用しやすくしていくということが必要だと思

いますので、ぜひそれをお願いしたいと思います。改めて答弁があれば伺いたいと思います。 

 それと併せて、空き家対策のところでは、所有者不明土地のところが、財産管理人の選任が可能に

なったということで、これは区内では幾つあるのかというところと、実際にあるかということは分から

ないのですけれども、仮に処分をしてしまった後に所有者が見つかった場合はどうなるのか伺いたいと

思います。 

○竹田住宅課長 

 家賃の低廉化は、そもそも専用住宅は、要配慮者のみしか入れない住宅ですので、オーナーにとって

は非常にハードルの高い住宅になると思います。そういったところで、家賃の低廉化をすることによっ

て入りやすい住宅にしていくというところが、こちらの制度の基本的な考え方ですので、まずは居住支

援協議会にご参加いただいている不動産団体等のご協力を仰ぎながら家賃の低廉化制度が始まりました

ので、専用住宅へのご登録を各オーナーに働きかけていきたいと考えてございます。 

 それから、所有者不明土地でございますが、所有者不明土地が幾つかあるのですが、特に適正管理が

されていないもの、近隣の方から、例えば外壁が剥がれ落ちてきて非常に困る等々のご意見が寄せられ

ているものが、品川区内、今のところ、６戸あるというふうに把握してございます。まずは、この制度

を活用することによって、順次、改善していきたいと考えております。 

 それから、こちらは、管理に当たって管理者を選任するのは裁判所でございますし、それから、その

管理人は、裁判所の許可を得て処分、売却等をするものですので、その後、ちょっと考えられないので

すけれども、仮に、元所有者の方が見つかったとしても、効力は変わらないものだと考えてございます。 

○のだて委員 

 セーフティネット住宅の専用住宅のところなのですが、登録してもらえるように働きかけていくとい

うことで、この間の状況を見ていると、実際問題、登録してくれる方が出てくるのかという印象なので

すが、区としては、見込みがあるのか伺いたいと思います。 

 それと、住宅政策の中で、私は公営住宅をやはりきちんと位置づけることが必要だと思います。今日

も都営住宅の募集の報告がありましたけれども、１９倍という高倍率、以前の区営住宅のときには５０

倍ということもあったと思うのですけれども、やはりそれだけ今、物価高騰で暮らしが大変だというこ
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ともありますので、公営住宅の役割が求められていると思います。区としては区営住宅ということにな

ると思いますが、ぜひ公営住宅の増設をすべきだと思うのですけれども、いかがでしょうか。 

○竹田住宅課長 

 家賃低廉化補助です。２３区の状況をお話ししながらご説明したいのですが、今年度開始した区も含

めまして、品川区は除いて８区ございます。実績の多い区ですが、豊島区が８戸、墨田区が７戸、世田

谷区が６戸等々でございます。 

 全く実績が上がっていないということではなくて、いろいろ工夫しながら、他区も数を順次増やして

いるという状況でございますので、来月には居住支援協議会にお諮りするのですけれども、そういった

ところを通じて、お知恵をお借りしながら、徐々にではあるかもしれませんが、着実に進めていきたい

と考えてございます。 

 それから、公営住宅に関する点でございますが、セーフティネットの制度そのものでございますが、

今後、日本全体が急激に高齢化、高齢者が増えて住宅の確保に配慮が必要な方が増えること、また、人

口減少社会に向かう中で、民間賃貸住宅を有効に活用する必要があることなどから、民間賃貸住宅を有

効に活用しながら、住宅確保要配慮者を支援していくということが今回の制度の目的だと考えてござい

ますので、公営住宅を増やすことではなく、民間賃貸住宅を有効に活用しながら、活用できるセーフ

ティネット制度を推し進めることによって支援を進めてまいりたいと考えております。 

○のだて委員 

 今、家賃低廉化補助、他区では実績があるところもあるということで、ぜひそれは制度を使えるよう

に増やしていただきたいとは思うのですが、実際、８戸、７戸、６戸と、多くて一桁台。特別区の自治

体で一桁台の登録しかないということを見ると、やはりニーズと全くマッチしていないというふうに思

うのです。そうしたところを見れば、やはり区営住宅を増設していくということも必要だというふうに

思います。 

 私は、全体として、住まいがやはり重要だと思っていますので、生活の基盤にもなりますので、生活

費の中でも家賃が高いものになるというところで、この低廉な住宅をしっかり自治体として増強してい

くということが自治体の責務でもあると思いますので、ぜひ区営住宅の増設をしていただきたい。これ

は強く要望しておきたいと思います。 

○新妻委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

○西本委員 

 まず、マンションのほうですが、ここで問題になるのが、多分、管理状況の未届マンションです。そ

れから、届出済みのマンションの中でも管理不全の兆候ありというところが問題だろうとあって、いろ

いろな制度があるのですけれども、例えば、管理者がいないとか、組合がないとかとなった場合に、ど

こに話をしていいか分からないのです。そうすると、せっかくいい制度があるのに、それが適用できな

いということで、最終的にはここが残ってしまうのかなという気がするのです。これ、多分、築４０年

ぐらいたっている感じなのですか。結構な時間がたっているマンションなので、いずれにしても、建て

替え時期になるのかということが出てくる。そうなった場合に、これを売って新しいマンションにする

とか、そういうこともまとめられないで、結局は、このままずっと品川区に残ってしまうのかななどと、

そのような感じがしているのですが、その辺の対応策がありますでしょうか。 

 それから、区独自基準があります。町会との調整役でとても大切だと思うのですけれども、達成率は



－40－ 

どのぐらいになっていますか。この制度を使う方々のマンション、多分これに該当するのは届出済みマ

ンション、３７０なのか、４４５なのか分からないのですが、この区独自の基準の中での達成率はどの

ぐらいあるのでしょうかということ。 

 それから、居住支援事業（セーフティネット制度）ですけれども、補助対象期間が原則１０年なので

す。括弧の中に（上限額４８０万円を超えない範囲であれば最長２０年間）ということなのですけれど

も、これ、１戸当たり１か月最大４万円なので、１２か月で１０年だと４８０万円なのです。なので、

基本、出ていってくださいという形になってしまうのではないかと思うのです。でも、１０年間ではな

いと思うのです。多分、若い方、ひとり親世帯は、途中で変えるのか、ひとり親世帯だと、子どもが

育って該当外になってしまうのか、それから、障害者の方も、若い方であれば、１０年は少し短いな

と、２０年も短いなという、それと、補助がなくなると金額が高くなるわけですよね。結局は、出なけ

ればいけないなどという状況になってしまうのかなという、そのような感じがする。その解釈の違いを

教えてくださいということと、空き家対策のところでは、上のほうに区内空き家の現状で、不適正管理

状態９７があって、除却されたものが５４というのは、この９７の中の５４なのですか。それとも、不

適正管理状態のものが９７足す５４という数値で見ればいいのでしょうか。そこの数値を教えてくださ

い。 

○竹田住宅課長 

 まず、マンションの未届、それから不全兆候ありの部分でございますが、こちらのマンションについ

ては、マンション管理士の方に１棟１棟訪問していただいて、管理組合がないということになると、代

表者の方も分からないということで、非常に困難を極めているのですけれども、足しげくといいますか、

何度も訪問して、対応策をご助言できるように支援しているところでございますので、こちらの７５を

少しでも少なくしていきたいというふうに考えてございます。 

 それから、区の独自基準の達成率でございますが、すみません、全体のマンションの達成率は承知し

てございませんで、こちらはあくまでも、この管理計画認定制度を申請されたマンション、申請するに

対して区の独自基準を満たしてくださいということですので、申請されたマンションに対して独自基準

を満たしているかどうかということで、こちらのほうで判断させていただいております。 

 ちなみに、本日、１件新たな認定が決まりましたので、昨年の４月から始めて５件目の認定が済んだ

ところでございます。 

 それから、セーフティネット制度の１０年経過したらどうなるのかという問題ですが、委員おっしゃ

るとおり、例えば高齢者の方が、１０年後には必ず１０歳年をとるということで、今よりもいろいろな

面で難しくなるということが容易に想定できるのですけれども、その点が、こちらの国のスキームの中

で、本制度の課題として国も認識されておりまして、制度改善に向けて、今、有識者で議論されている

というふうに聞いてございますので、審議の経過を見守りたいと考えてございます。 

 それから、空き家の数でございますが、不適正管理のものが９７、それから除却されたものが５４と

いうことで、５４は、この９７に全て含まれているのかというお話ですが、こちらは全部が不適正管理

に含まれているわけではございません。一定数が不適正管理のもので、除却されたものもありますし、

不適正管理ではないけれども、今回、除却されて、例えば譲渡されたとか、５４というのは、そういう

両方を含んでいる数字でございます。 

○西本委員 

 マンションの件ですけれども、管理者がいないということは、まとめる人がいないということなので、
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区の職員の方がいくら言っても無理ですね。相手がいないのですから。誰か分からないのですから。指

定するわけにもいかないので、となると、こういうところは、もうずっとありますよねということです。

ということは、かなり危険度の高いマンションだということだと思うのです。だから、なかなかこの制

度にはめるのは難しいと思うので、だったら、ここはやはり火事を出さないとか、個別で何か対応でき

るところがあるのだったら、それを紹介するとか、何か違う意味で、そもそもこのマンションの老朽化

の何を目的にしているかだと思うのです。例えば、まちの安全、火事などを出さないようにとか、倒壊

であったりとかということがあるのだとすれば、違う方法でそれを適用していくとかというふうにして

いかないと、多分これ、ずっと残っているのではないかと思うのです。だって、相手がいないのですか

ら、いくら話に行っても進めようがないのです。だったら、違う方法で安全確保をしないといけないの

ではないかと思うのですが、お考えをいただきたいと思います。 

 それから、区独自基準というのは、５件目なのですけれども、もっとやってほしいです。町会が困っ

ているのです。なので、逆に、安全を考えたときに、一緒に考えるというか、地域の中での防災対策も

含めて一緒にやれると思うので、ぜひここは進めていただきたいと思います。もう少し強めに言ってい

ただきたいと思いますが、お願いいたします。 

 それと、居住支援事業のほうは、今、課題が分かっているということで、今後の流れになろうかと思

いますけれども、実績がないので、あまり事例がないので具体的なところは言えないのですけれども、

ただ、やはり、どう考えても、この条件だと、ここは借りないだろうなと思います。不安です。こうい

う条件だったら、入るという人がいるかな。私は、将来のことを考えたら、少し難しいかなというふう

に思います。だって、あとで出ていかなければいけないのです。だって、１０年で切られてしまって、

それまでは安く入れたけれども、それ以降は高くなってしまいますとなったら、区民住宅と一緒ですよ

ね。なので、国の動向いかんにあると思いますけれども、品川区でできることがあるのだったら、それ

も併せて考えていただくほうがいいかなと思っているので、これも意見として言わせていただきたいと

思います。 

 空き家なのですけれども、空き家にしておく理由はいろいろあります。でも、この中で非常に危険度

の高いところがどれぐらいあるのでしょうか。危険だなというところは、やはり除却していただかない

といけない。建て替えをしていただかなければいけないということだと思うのですけれども、それに対

しては何か手だてはされているのでしょうか。 

○竹田住宅課長 

 まず、マンションの問題でございますが、管理組合がないというような状況のマンションでございま

すが、例えば、私どもで、夜間、セミナーを開催しておりまして、先日もあったのですけれども、最後、

講師の方のご講演が終わった後、質問を受け付けるのですが、その中で、私のマンションには管理組合

がないのです、何とかしたいのです、どういうことから始めたらいいでしょうかというようなご質問も

ありました。やはり居住者の方々も、ご自分の問題でしたら、管理組合がない、あるいは管理規約がな

いようなことについては、非常に真剣に考えていらっしゃると思いますので、そういったお気持ちを支

援しながら、あくまでもマンションに対して行政が関わっていくというのは、管理組合の自律的な運営

を、適正な管理を支援していくということですので、そういったお気持ちを大事にして支援をしていき

たいと考えております。 

 それから、危険な空き家が増えていく、どれぐらいあるかというということですけれども、本当に危

険性が著しく高いものは、特別措置法に基づく特定空家に指定しまして、それで手続を進めていくので
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すが、例えば、数は申し上げられないのですが、そのうち１件は、昨年１２月でしたか、無事解体され

て売却されました。これも何年にもわたって所有者と交渉を続けてきた結果だったと思っております。 

 今後も粘り強く交渉するとともに、所有者が解決に全く関心がないということであれば、最後の代執

行という手段もございますので、そういったものも視野に入れながら、所有者の方とは粘り強く対応し

ていきたいと考えております。 

○西本委員 

 いずれにしても、住宅はそれぞれ個人の持ち物であり、生活ですので、なかなか強制的にというとこ

ろは難しいかと思うのです。今お答えになったように、根気強くやっていくしかないのかなということ

はありますけれども、いろいろな機会を使っていただいて、先ほど言いたかったのは、管理者がいない

というマンションなどは、やはりなかなか難しいと思うのです。なので、その中に１人でも、そういう

ふうに何とかしなければいけないという人がいれば、その方をサポートする、そういう方を増やしてい

くという行動はぜひお願いしたいと思うのですけれども、そういうところがない場合は、やはり災害の

ときなど、周りも非常に心配だと思うのです。なので、そういうところからも啓発をするということは

あり得るのかなと思っているので、もう少し広く考えていただいて、いろいろな力を借りて説得をして

いただきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

○新妻委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

○田中委員 

 端的にお伺いします。住宅政策というのは長期的視点に立った取組だと思いますが、これまではデフ

レ経済であり、低金利時代が続いていた中において、今後は、物価も上昇し、金利も恐らく近々上がっ

てしまうのではないかというような懸念があります。なので、今までと違う方向性で、経済状態の中で

の住宅政策を考えていかなければいけないと思いますが、ここで言う管理状況届出制度の１つの項目に、

修繕積立金であったり、あるいは、管理計画認定制度の中でも大規模修繕ということもありますが、新

築は新築でそれぞれ大変な状況がありますが、既存の建物を、ある意味、延命というか、長く使うに当

たっての修繕が今後また大きな課題になるのではないかと思われているのが、最近少し地元の方からも

聞きましたが、当初計画をしていた修繕を実施されたと。ただ、ここのところの資機材の価格の上昇で、

当初の計画以上の経費がかかってしまったという事例がありました。 

 今後、金利が上がったり、あるいは、ますます物価が上がり、人件費が上がったり、資機材費が上

がったりしてくる中で、今現在の修繕計画が果たしていいのかどうかというところも、今は届出項目の

中で修繕積立金があったり、計画がありますということで評価の対象になっているのかもしれませんが、

継続的に今後も新たな経済状況の下において、それが有効に対応し切れるのかどうかというのは、今後

の新たな課題になってくるのだと思いますが、そういったまずは相談があったり、あるいは、政策とし

て融資をするだとか、あるいは、制度融資のような形でとかということが、今後の新たな課題として出

てくるのかなというふうに少し思っているのですが、その辺のご認識をお伺いたいしたいのと、併せて

伺うと、セーフティネットと空き家対策というのは、これ、セーフティネットは住宅を求めていて、空

き家対策は空いた建物をいかに有効活用するかという視点で、両者がうまくマッチングすれば両方が同

時に解決するのかなとも思ったりもするのですが、政策面でいうと、セーフティネットの関連になるの

かもしれませんが、高齢者の方々とか、障害のある方への住宅提供という取組ですが、例えば、ようや

く収まってきているのでしょうけれども、保育園が足りないので保育士を増やさなければいけない。そ
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のときに住宅費を補助してということが、これまで行われたり、あるいは、今後の傾向として介護士が

少ないので増やさなければいけない。そうすると、介護士への住宅費の補助などもされ始めていますが、

住宅そのものを提供していくということも、広い意味でのセーフティネットに入れていいのかどうかと

いうこともありますけれども、要は、有効活用、また、そのときに空き家をうまく活用すれば、一挙両

解決、三方両得みたいな、そういう取組につながると思うのですけれども、そういったことも含め、今

後の住宅政策の取組についてのお考えをお聞かせいただきたいと思います。 

○竹田住宅課長 

 まず、マンションの延命の点でございますが、今回、国の定める基準の、こちらの資料ですと、④に

「長期修繕計画の作成および見直し等」というところがございます。この見直しというのは、最低７年

に一度は計画を見直してくださいというところで、当然、計画の内容を見直せば、修繕積立金の見直し

も行わなければならない。委員ご指摘のとおり、諸物価等の高騰により、同じ工事をやるにしても必要

な経費は変わってきますので、定期的に計画の見直しを行うとともに、修繕積立金の見直しもやってい

ただくということを、こちらの制度の前提としてございます。 

 それから、委員おっしゃるとおり、セーフティネットと空き家、両方非常に関連性のあるもので、空

き家を利用してセーフティネットを改善していくということは、私どもも念頭にございまして、今まで

空き家対策担当という係がセーフティネットのほうも担当してきたのですが、なかなか品川区内の空き

家をセーフティネット等で活用していくということは、現実問題としては、いろいろハードルが高くて

なかなか難しい面もあるのですが、それが実現できれば理想的な形ですので、今後も空き家の様々な活

用について、支援、働きかけしていきたいと考えております。 

○新妻委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

○若林委員 

 まず、マンションの管理計画認定制度、１件増えて５件になられたということで、この５件の内訳を

確認したいのですが、例えば築年数であるとか、規模であるとか、規模は戸数的な規模です。それから、

例えば、区の独自基準の、これは当然、①、②をクリアしているわけですけれども、①のほうで、実際

に町会・自治会に加入されているのかという、そこら辺の内訳を、この５件については確認をさせてい

ただきたいと思います。 

 それから、２番目の居住支援事業については、以前というか、たしか居住支援協議会の中で東京都の

ほうから、このセーフティネット制度については、国の制度なのですけれども、もし登録されれば区が

窓口になると、都のほうも自治体を支援するという形で、独自の支援策を考えたいとか、考えています

とか、令和５年度中に何かお示しができるようにとかというお話があったので、そこら辺、その後どう

なっているのかお聞きしたいと思います。 

 それから、３番の空き家は、今、いみじくも課長のほうから、いわゆる住宅活用については、これま

で確かに実績がない、ゼロというところで、ここでは公共的な用途にというところもトライされている

わけですが、ここも含めて実績はないというところで、来月、居住支援協議会が、今年度はこれが１回

目、初めての開催に多分なると思います。なかなか私どもも、この居住支援協議会を何とか早く、１年

でも早く立ち上げていただきたいということで、ようやくという言い方はあれですけれども、令和２年

に立ち上がって、ここまで取り組まれているのですけれども、今年度の開催も、この年度末になって１

回というところで、今後の居住支援協議会のテーマ、在り方、そこも不動産団体との関係とか、協議内
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容とかというものもすごく、今回は、この居住支援相談会、住み替え相談会が１月２６日に開かれて、

この内容をもってセーフティネットについては議論をしましょうというような多分流れだとは思うので

すけれども、そういったことも含めて、少し大ざっぱですけれども、今後の居住支援協議会の在り方な

どについても、何かもっとこういう角度でぐっと進めたいとか、また逆に、業界の方々、団体の方々か

らは、こういう角度で、もっと品川区に頑張ってほしいとかという、そこら辺の話があれば、お聞きし

ておきたいと思います。 

○竹田住宅課長 

 まず、マンションの認定制度のお話でございますが、今まで認定された５件につきましては、いずれ

も築年数が比較的浅くて、規模が大きくて、管理については管理組合に委託している、そういうマン

ションでございます。 

 それで、地域の自治会に加入しているかどうかということですが、加入することは強制とはしており

ませんので、それぞれのマンションのご判断で、入る、入らないは決めていただいております。 

 それから、居住支援のほうでございます。この制度は、基本的には国のスキームなのですけれども、

東京都は目標数を計画の中で定めておりまして、東京都も積極的にこの制度を支援していこうという形

で、今、委員からもお話がありましたけれども、国の少し届かないところを補うような都独自の制度を、

毎年、追加していただいているところでございます。 

 そういったところも今後有効に活用しながら、セーフティネット制度を充実させていきたいと思って

おります。 

 それから、居住支援協議会の今後の方向性ということですが、実は、以前より、委員から、入居促進

事業によって、入居の部分は、ある程度、支援できていると。では、入居はどうなりますか、どういう

支援をしていくのですかというようなご質問をいただいておりまして、区として、区独自の制度は打ち

出せていない、東京都で支援法人を指定していますので、そちらを活用しながらということが現状でご

ざいますが、今後、区独自の制度も必要になってくるときが来ると思いますので、次回の居住支援協議

会では、入居後の支援ということもご意見をいただこうと思っています。それは、不動産事業者のお立

場から、それから、居住支援のお立場から、それぞれのお立場から入居後の支援のご意見をいただいて、

今後の施策の参考にしていきたいと考えております。 

○若林委員 

 ２番の居住支援（セーフティネット）のほうですが、都の独自の支援は、毎年積み重なっているとい

うような表現があったのですが、具体的にどのような、直近で、例えば、今年度だけでも、どういう独

自なのか、今でも、後日でも構いませんので、教えてください。 

〔「次の機会に」と呼ぶ者あり〕 

○若林委員 

 では、また別の機会でお聞きしたいと思います。 

○新妻委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、ほかにご発言がないようですので、以上で所管事務調査を終了いたします。 

                                              

３ 行政視察報告書について 
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○新妻委員長 

 次に、予定表３、行政視察報告書についてを議題に供します。 

 既にお手元に配付しておりますが、１１月７日の委員会終了後に行われました報告会の記録を基に報

告書を調製させていただきました。 

 このような形で、議長に報告したいと思いますが、よろしいでしょうか。 

〔「はい」と呼ぶ者あり〕 

○新妻委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、この内容で議長に報告させていただきます。 

 以上で本件を終了いたします。 

                                              

４ その他 

○新妻委員長 

 次に、予定表４、その他を議題に供します。 

 その他で何かございますか。 

○のだて委員 

 １月２日に発生した日本航空機と海上保安庁機の衝突事故について、少し伺いたいのですけれども、

年初から様々情報提供をいただき、ありがとうございます。Ａ滑走路からの北向きの離陸が行われなく

て、区民への被害がなかったことはよかったと思っています。 

 国交省からは、この事故について、区はどのような説明を受けたのか、また、事故の原因について伺

いたいのですけれども、特にこの羽田新ルートによって増便してきたということと、この事故との因果

関係について、報告を受けていることがあれば伺いたいと思います。 

○鈴木都市計画課長 

 １月２日の１７時４７分頃、日本航空機と海上保安庁機がＣ滑走路で衝突というところでございます

が、まず、発生直後、私もテレビの臨時テロップで第一報といいますか、知った次第でございまして、

その後、休日あるいは祭日有事の国との連絡網については日頃から定めておりますので、私のほうから、

そのときに区長、副区長に、そうした事故が発生しているようだというところを即座に情報を共有いた

しまして、それと同時に国交省等に問合せを行ったところでございます。 

 その後、やはりテレビ等で報道されている情報が、国のほうから第一報から第二報、第三報というと

ころで情報提供があったというところを、随時、部長あるいは区長、副区長を含めて情報の共有を行っ

てきた。そうした対応を行ったと同時に、今、委員からもご説明があった４日、Ｃ滑走路以外は活用で

きそうだという中で、４日からは、今まで運用したことのないＡ滑走路からの北向きの離陸、しかも、

新飛行ルートではない５ルートの運用が行われるというところもあって、そうしたところは、区議の方

を含めて、適時適切に緊急度をもって提供させていただいたところでございます。 

 そうした中で、一連の専門的な要望であったり、そうしたところは非常に分かりづらいというところ

は、私のほうから国のほうには、その場その場で申入れをさせていただいて、区のホームページで、４

日の朝、場合によっては朝の６時からの対応と、飛行が可能性としてあるということも伺ったので、区

民からの問合せがあることも想定して、職員と私が４日の朝６時から区のほうに来まして、その対応を

図ってきたと同時に、ホームページのほうでも、できるだけ分かりやすく、更新をスピード感を持って
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してきたというところでございます。 

 それで、国に対しては、やはりしっかり説明をしていただきたいということは、当初から説明をして、

これは区のホームページでもアップさせていただいておりますが、５日の夕方、国の担当が、この件に

ついて、直接、区のほうに説明に来られて、区長、副区長、部長、私も含めて、直接説明を受けてござ

います。 

 その中で、今、区のホームページでも提示させていただいております、今までになかったＡ滑走路で

の北に向かっての離陸の運用、これが前例となって、今後、当たり前のように使われることがないよう

に、強く文書で申入れをしたというところと、区民への情報提供を丁寧に行っていただきたいというこ

とを、５日の夕方、急遽、文書も用意し、区長のほうから国土交通大臣、担当になりますが、お渡しし

たというところでございます。 

 それで、原因等でございますが、国からは、乗客乗員含めて、打撲等の方、負傷等１５名はいらっ

しゃいましたが、全員生存と。ただ、残念ながら、海上保安庁機の乗員６名のうち５名の方がお亡くな

りになったというところですとか、その５日の夕方の話ですが、滑走路の運用状況、それから、特に品

川区民に影響があると思われる北向き離陸について、なぜそれが必要なのかというところも、その場で

細かくお聞きしたところでございます。結果、この運用はなかったというところでございます。 

 それから、運輸安全委員会において、事故調査委員会、調査官が現地に派遣されて、国としては全面

的に協力をしていくという説明と、３日には、航空機と海上保安庁機などの管制機関のやり取りが公表

されたと。その場では、そのやり取りの詳細までは説明はありませんでしたが、そうしたものが公表さ

れていますという説明を受けたところでございます。 

 それから、事務的には、その後、国のほうで調査官、調査委員会、運輸安全委員会で調査が進められ

ていくところでございますが、国のほうでは、１月９日に、航空の安全・安心確保に向けた緊急対策を

提示して、関係機関あるいは航空事業者への徹底指示ですとか、そうしたところが今示されて、そうし

た説明も受けております。 

 それから、併せて、１月１９日になりますが、有識者を入れた航空機衝突事故対策検討委員会、この

立ち上げが行われるというところも事前にお聞きし、これは１９日に開かれておりますが、そうした資

料も、金曜日の夕方にはなりますが、共有をさせていただいて説明を受けたところでございます。 

○のだて委員 

 そうすると、原因については、まだあまり説明を受けていないということですか。原因は多分調査中

だと思うのですけれども、分からない中で、今、運行が再開されているということですけれども、やは

り安全性第一と考えるならば、この原因が分かるまでは便数を減らして運行するということが必要では

ないかなというふうに思いますが、いかがでしょうか。 

 また、原因究明がいつ頃までにされるかということを聞かれていたら、お答えいただければと思いま

す。 

○鈴木都市計画課長 

 今ご説明しました１月９日、国のほうの航空の安全・安心確保に向けた緊急対策の中で、今日は資料

もお配りしていませんし、詳しくご説明は、少し簡略化させていただきますが、例えば、管制官による

監視体制の強化と、滑走路への誤進入を常時レーダー監視する人員の配置ということですとか、それか

ら、管制機関および航空事業者への基本動作の徹底指示と、それからパイロットによる外部監視の徹底

視覚支援、滑走路進入に関するルールの徹底というところで、原因については、これから詳細に調査が
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進められていくということだとは思うのですが、こうした緊急対策の中でかいま見える原因が、少し見

えてくるところはあるのではないのかなと。この場で私のほうで断定することはありませんが、やはり

多くの目で誤進入を防ぐですとか、そうしたところが１つ、今後、しっかり取組の中で出てくるものな

のかなというところでございます。 

 それから、今、Ｃルートの運用も開始されて、計器類も修理が済んだということで、衝突前の運用に

戻っている中で、便数についても、国からの説明では、衝突前の運用で行っていくというふうなことは

聞いております。調査はしっかり進めながら、安全な飛行、飛行機を飛ばすというところについては、

国のほうでもしっかり行っていただきたいというところでございます。 

 それから、いつまでに原因が究明されるか、国の運輸安全委員会については、大分時間がかかるとい

うふうには聞いてございます。そのために、まずは国交省のほうで、先ほどの取組を、１月９日にまず

公表して取組を進めているというところと、大臣のほうでも発言がありますが、安全運輸委員会の調査

を待たずに、国としても対策検討委員会を立ち上げて、しっかり検討していきたいという中で、国が立

ち上げた対策検討委員会については、いつ頃までにというものがあったと思うのですが、今すぐのお答

えが難しいので、ここまでの答弁とさせていただきます。 

○新妻委員長 

 それでは、よろしいでしょうか。 

 ないようですので、以上でその他を終了いたします。 

 以上で本日の予定は全て終了いたしました。 

 これをもちまして、建設委員会を閉会いたします。 

○午後４時５４分閉会 


